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概 要 
本研究の目的は、訪問介護事業所で働く事業所管理者の介護観とリーダーとしての自覚の関係について明ら
かにすることである。介護保険制度が施行されて以降、介護事業所は、高齢化の伸展とともに増加の一途をた
どっている。今後とも増加し続けていくことは明白であり、そのためには事業所管理者も同様に増加していく
こととなろう。一方で、介護職員の離職については、下げ止まった状況で他産業よりも高い状態が続いている。
さらに、その理由の上位には、「職場の人間関係に問題があったため」「法人や施設・事業所の理念や運営のあ
り方に不満があったため」といったマネジメントに関わる理由が挙げられていた。さらにそれを裏付けるよう
に、多くの管理者が「チーム内の介護職の方向性を統合できる能力」を必要と認識しつつも、「十分に発揮でき
ている」との回答は低位である実態が報告されている。こうしたなか、介護職員の介護技術の向上のみならず、
それらを率いる管理職者の育成・能力向上を図ることは極めて重要であり、その点については厚生労働省にお
いても言及されたところである。一方、これまで事業所管理者を対象とした先行研究は少なく、まして在宅介
護事業所を対象としたものはほとんどない状況で、その多くが施設介護職員を対象としたものであった。こう
したことから、本研究では「訪問介護事業所管理者」を対象とすることとし、事業所管理者の「介護観」につ
いて明らかにするとともに、「経営管理的観点」や「リーダー志向性」といった事業所運営を積極的に推進して
いくことを促進するであろうリーダーとしての自覚との関係について何らかの示唆を見いだすこととした。 
東京都城南エリア（品川区、大田区、目黒区、一部港区および世田谷区）276 か所の事業所に対して郵送法
により質問紙調査を実施した。89票が回収され、欠損値のない 84票を分析対象とした。 
探索的因子分析の結果、「介護観」として、「振り返り重視」「安全意識」「組織連帯感」「意思を汲み取る意
識」「自立支援意識」「寄り添う気持ち」の６因子、「経営管理的観点」として、「目標達成意識」「業務管理意識」
「業績向上意識」の３因子、「リーダー志向性」として、「リーダーとしての自負」「リーダーとしての欲求」の
２因子、「キャリアコミットメント」として、「キャリアコミットメント」「専門志向性」の２因子がそれぞれ抽
出された。そして、各因子すべてをそれぞれ従属変数として重回帰分析を行った。さらに決定係数（Ｒ²）が
0.1％水準で有意な値であるとともに、標準偏回帰係数（β）が５％水準以下で有意となるような独立変数を
抽出するよう、繰り返し重回帰分析を行った。 
最後に、これまでの探索的因子分析および重回帰分析をふまえ、訪問介護事業所管理者の介護観とリーダー
の自覚の関係モデルについて検討するとともにモデル適合度を図るために、共分散構造分析を実施し、その結
果、「キャリアコミットメント」「安全意識」「自立支援意識」と８つの潜在変数からなる一定程度の妥当性のあ
るモデル（GFI＝.908、AGFI＝.856、RMSEA＝.024）を得た。 
明らかにされたモデルからは、「自立支援意識」や「意志を汲み取る意識」、「安全意識」といった介護専門職
として重要とされる視点を磨いていくとともに、常に「振り返る」ことを徹底していくことが「組織連帯感」
を高めることにつながっていた。介護のあり方に対して常に振り返ることは、「業務管理意識」を高めること
にもつながっていた。また、業務管理意識を高めることについては、制度的知識や理解を深めていくことも重
要であった。そして、「組織連帯感」と「業務管理意識」を高めることは、最終的には「目標達成意識」の向上
に到達することが示された。 
一方、今回採択したモデルでは、「寄り添う気持ち」「業績向上意識」が、モデルを構成していなかった。特
に「業績向上意識」がモデル対象とならなかった点については、毎月の管理者の集合会議などで売上高や目標
達成率を掲載した業績資料を提供し、そうした視点を強化しようとしている事業者にとっては大いに考えさせ
される結果であった。「業績向上意識」よりも「組織連帯感」や「業務管理意識」をどのようにして高めていく
かといった視点を強化することがより効果的とする本研究の結果は、今後の会議等の業務運営方法のあり方に
対しても改めて検討する必要性を投げかけている。 
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第１章 はじめに 
 
本研究の目的は、訪問介護事業所管理者の持つ「介護観」や管理者として持ちうる経営
管理的観点やリーダー志向性について確認した上で、それらにどのような関係があるのか
を明らかにすることで、今後の事業所管理者に向けた業務運営や研修のあり方に対し、何
らかの示唆を生むことを目指すものである。 
 わが国が高齢化社会と叫ばれて久しい。世界保健機構（WHO）や国連の定義によると、
高齢化率(1)が７％を超えた社会を「高齢化社会」、14％を超えた社会を「高齢社会」、21％を
超えた社会を「超高齢社会」という。 
日本がはじめて｢高齢化社会｣となったのは 1970 年である。そのわずか 24 年後の 1994
年には｢高齢社会｣、そしてついに 2007 年に高齢化率が 21%を超え、｢超高齢社会｣となっ
た。日本が「高齢化社会」から「高齢社会」へと進行したのにかかった時間は、24 年であ
る。例えば、ドイツが 42 年、フランスは 114 年であることをふまえると、どれだけわが国
の高齢化のスピードが速いものなのかがわかるだろう。 
こうした社会変化に対応するため、2001 年４月より介護保険制度が施行された。制度内
容については後述するが、当該制度の施行により、多様な法人形態（事業者）によるサー
ビス提供が実質的に解禁されたことで、要介護者の増加にともなう介護サービス市場とし
ての拡大とともに、サービス産業としての事業展開はこれまでに比してスピードを増して、
現在に至るまでに相当の介護サービス事業所が開設されてきた。しかし、一方で介護労働
市場としての観点からみると、介護職員の不足や離職率の高さは全産業平均と比して決し
て楽観できる状況ではなく、度重なる制度改正や介護報酬改定によって事業運営はますま
す高度なものを要求されるようになってきている。こうした状況において、適切な事業所
運営を実行していく上で、事業所管理者は極めて重要な存在であることは言うまでもない。
特に、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・
介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を目指す点
において在宅サービスの適正な運営は不可欠なものである。 
 
                                                   
(1) 高齢化率とは、総人口に対して 65 歳以上の高齢者人口が占める割合をいう 
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しかしながら、研究論文を探してみても、そのほとんどが施設介護に関するものであり、
在宅介護に関するものは少なく、まして事業所管理者に関するものは見当たらない状況で
あった。そうしたことから、本研究においては、研究対象を訪問介護事業所の管理者とし、
管理者の介護専門職として業務を遂行する上で拠りどころとする価値観や態度、すはなち
「介護観」について調査することとした。さらには、事業所管理者の経営管理的観点やリ
ーダー志向性も合わせて調査し、それらの関係について明らかにすることとした。 
なお、本研究は全部で６章から構成される。 
第２章においては、まず第一節では、業界基盤となる介護保険制度のこれまでのあらま
しについて述べ、定期的な制度改正による変遷について確認していく。第二節では、介護
業界を取り巻く環境として、日本における少子高齢化の状況や介護サービスの市場規模、
周辺産業や介護事業者の動向について紹介していく。第三節では、介護業界を支える人材
に焦点を当て、労働市場としての現況について述べるとともに、最近の人財確保対策にも
ふれつつ、慢性的な人材不足を起点とする業界における課題点を示す。 
第３章においては、介護職員が業務遂行する上で拠りどころとする価値観や態度である
介護観や介護職員のリーダーとしての特性に焦点をあて、本研究を進める上でも大いに参
考とした先行研究についてレビューする。第一節では、介護老人福祉施設の介護職員の「介
護観」に関する研究から、施設介護職員の介護観の構成要素について確認していく。第二
節では、高齢者施設におけるリーダーの特性に関する研究から、上司から期待されている
施設介護職員のリーダーの持っている特性について、リーダー志向性やフォロワーシップ、
リーダーシップとの関係から確認していく。 
第４章においては、まず第一節および第二節において、質問紙法の技法を用いた郵送調
査により実施した訪問介護事業所の管理者を対象とした定量的調査の概要についてまと
める。第三節では、管理者の「介護観」や「経営管理的観点」「リーダー志向性」「キャリ
アコミットメント」について、それぞれ探索的因子分析の結果を示し、その構造について
明らかにする。さらに、各因子の重回帰分析および共分散構造分析を通じて、訪問介護事
業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係についてモデル構築を試みた結果を示す。 
第５章においては、調査結果に基づき考察を進めていく。第一節では、改めて分析の背
景について確認する。第二節では、明らかになった因子パターンについて、先行研究をふ
まえ、在宅介護と施設介護における差異にも注目しながら考察を試みる。さらに第三節で
は、重回帰分析および共分散構造分析によって導き出された訪問介護事業所管理者の介護
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観とリーダーの自覚の関係モデルについて、介護現場における状況もふまえながら考察し
ていく。 
最終の第６章においては、第一節で、本研究の限界について述べ、今後の研究課題につ
いて述べていく。第二節では、本研究結果から推察される実務的応用可能性について検討
し、本論文を締めくくる。 
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第２章 介護保険制度と業界動向について 
 
第一節 介護保険制度 
 
第一項 介護保険制度の創設前～措置制度 
 
2000 年４月から介護保険制度が施行するまでは、老人福祉法に基づき、措置制度(2)が介
護サービスの大きな役割を担っていた。この制度においては、いくつかの問題が指摘され
ていた。第一に、現在では当然となっている、サービスを受ける利用者の権利である。当
時は行政処分の結果のサービスであり、実情や希望に沿ったサービスの利用ができないと
いった、自己選択、自己決定ができない上、サービス格差が存在していた。第二に、サー
ビスを受けられた場合、所得税などの租税方式により費用が決定される仕組み（応能負担）
であったため、利用にあたっては所得調査が求められる上、中高所得者層にとっては費用
が高額となる世帯が多かった。第三に、市町村が直接あるいは委託によって提供される形
式であったため、サービス提供における競争原理が働かず、サービス内容も画一的で、利
用者満足を意識したサービス提供体制にはほど遠い状況が散見された。 
さらに、中高所得者層の利用者負担が介護施設に入所するよりも病院へ入院した方が費
用的に負担が少なくなることから、医療処置の必要性が少ない高齢者が、一般病棟に長期
入院するなどの社会的入院が多くみられた。また、こうした病院施設は、スタッフ配置や
居室面積や食堂等の設備面で長期に介護療養するための体制を整えておらず、不適切な環
境での生活を強いられることとなった。 
また、これまで日本社会に根付いていた老親扶養の家族システムも、高齢化、少子化と
いった人口構成の変化、女性の社会進出といった価値観の多様化等により、分岐点を迎え
ていた。 
 
 
 
 
                                                   
(2) 措置制度は、利用したい利用者が行政に申し込み、介護施設の入所や訪問介護サービスは
行政によって必要な者と認められた場合に行政処分というかたちで決定されていた。 
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第二項 介護保険制度の創設～準市場の導入 
 
2001 年 4 月、前項で述べたように措置制度は利用者にとって様々に不便であり、選択権
もない、時代の変化に適合しえない制度となっていたことから、その代替として介護保険
制度が誕生した。それまでの行政の裁量が大きい行政処分というかたちから、利用者がサ
ービス事業者と直接契約し、サービスを受けることができるようになった点が最も大きな
違いである。これにより利用者の裁量が増え、画一的な行政サービスから利用者の実態に
適したサービスを選択するということが可能となった。もう一つ直接契約の意義として、
市場サービスの導入、すなはち競争原理の導入による質の向上を図るという狙いがあった。
このような、医療・福祉などの公的サービスにおいて、部分的に市場原理を取り入れてい
る場合を措置制度と市場経済の中間に位置する社会保障メカニズムとして準市場と呼ぶ。
Le Grand（2010）は、「準市場は、顧客を獲得するために競争する独立した複数の供給者が
存在するという意味で市場と同じである。しかし、準市場は、少なくとも一つの決定的に
重要な点で通常の市場とは異なる。それは、通常の市場のように、利用者はモノやサービ
スを買うために自分自身の資源を持って準市場に来るのではないということである。そう
ではなく、サービスは国家によって支払われるのであり、しかもバウチャーや、使途が特
定された予算や資金提供方式などの形式を通じて、利用者の選択に従って動く資金によっ
て支払われる。それゆえ、通常の市場において人々の購買力の差から生まれる不平等のほ
とんどを避けるような仕方で公共サービスが提供されることを可能にするので、準市場は
根本的に平等主義的な仕組みである」として定義を示し、このメカニズムを初めて体系的
に提示している。 
結果、参入障壁が低くなったことで、介護サービス供給主体としては、これまで中心で
あった社会福祉法人に加え、NPO 法人、株式会社、有限会社、医療法人など様々な供給主
体が参入し、利用者視点でのサービスが展開されることとなった。準市場の基本的メリッ
トである、利用者に購買力を与えて選択権を保障し、供給者に競争のなかでより質が高く
効率的なサービスを提供しようとする誘因を与える点について一定の効果をもたらすこ
ととなった。 
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一方で、機能不全を指摘する声もある。佐橋（2007）は「福祉の一般的市場サービス化」
をもたらしている点を強く批判している。また、結城（2011）は、介護報酬の不正請求や
違法な指定申請で処分を受けたコムスン事件や過疎地の事業展開を例に「市場原理の導入
による営利主義が不正や低利益サービスへの不参入や撤退を招いた」と指摘している。こ
うした指摘の根底には、市場原理や一般的市場に対する強い不信感と、利用者としての個
人の選択や自己責任を過度に強調することへの違和感に基づくものだと考えられる。この
ような視点に対して、市場原理や株式会社について言えば、「公共圏が善を独占し、民間セ
クターが悪を独占するというのは事実ではない。公共的組織はナイトだけによって運営さ
れているわけではないし、民間企業は悪党だけによって運営されているわけではない」と
いうのが現実的な表現であると考える。しかも、そもそも準市場という仕組みは、利用者
の選択権や供給者間の競争を担保するという意味では市場原理の導入であるが、同時に、
利用者に対する適切な判断力向上や保護、制度設計全般にわたる行政の役割も重視する制
度である。そうである以上、その行政の役割をどのように設計するかによっても準市場の
実際の効果は大きく変わりうることである。 
 介護保険制度は、施行後一定期間ごと（原則３年）に見直しがされる仕組みとされたが、
財政負担の問題や経済状況の不確実性に対処するという視点だけではなく、制度のあり方
そのものを行政としてどのように設計していくのかということを強く要請しているとの
見方もできるのではないだろうか。 
次項からは、制度施行後の様々な課題に対して、どのような制度変更がなされてきたか
を、順を追って確認していくこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 
第三項 2005（平成 17）年介護保険法改正について 
 
介護保険制度施行後、初めての制度改正であり、社会保障審議会介護保険部会において、
「明るく活力のある超高齢社会の構築」「制度の持続可能性」「社会保障の総合化」を基本
的視点として「予防重視型システムへの転換」「施設給付の見直し」「新たなサービス体系
の確立」「サービスの質の確保・向上」「負担のあり方・制度運営の見直し」が実施された。
制度改正の概要を図表２－１に示す。 
 
図表２－１ 2005（平成 17）年介護保険制度改正の主な内容 
 
 
 
 
第一に、「予防重視型システムへの転換」として、軽度者が大幅に増加している一方でそ
うした者へのサービスが状態改善に結びついていないという実態を背景として、重度化予
防を強く意識した体系へ転換することとした。具体的には、要介護者への介護給付と分け
て、要支援者への給付を「予防給付」として新たに創設し、要支援者のケアマネジメント
を「地域包括支援センター」で実施することとした。また、要支援・要介護状態になる前
からの介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を
（厚生労働省ＨＰより筆者作成） 
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強化する観点から、市町村が、介護予防事業や包括的支援事業などの「地域支援事業」を
実施することとした。 
第二に、「施設給付の見直し」として、在宅生活者と施設入所者の利用者負担の公平性の
観点から施設入所者の負担を増やすこととした。具体的には、介護保険施設など施設等の
食費・居住費を保険給付の対象外（全額自己負担）にすることとした。一方で、低所得者
への配慮として、平均的な費用（＝基準費用額）と負担限度額との差額を保険給付で補う
仕組み（補足給付）を新設した。 
第三に、「新たなサービス体系の確立」として、独居高齢者や認知症高齢者の増加に伴い
在宅支援、医療と介護の連携のさらなる強化を図る必要性から、地域の特性に応じて多様
で柔軟なサービス提供を可能とする新たなサービス体系「地域密着型サービス」の創設、
有料老人ホーム等の対象の拡大やサービス提供形態の多様化を図る「居住系サービスの充
実」、地域における包括的かつ継続的なサービス体制を支える地域の中核機関として「地域
包括支援センター」の創設が実施された。 
第四に、「サービスの質の確保・向上」を図るため、介護サービス情報の公表義務化、介
護職員の研修体系の見直し（介護職員基礎研修の導入）、事業者規制の強化、ケアマネジメ
ントの見直し（ケアマネジャー資格の更新制導入、担当件数の引き下げ等）が実施された。 
第五に、「負担のあり方・制度運営の見直し」として、低所得者への配慮を図るための第
一号被保険者の保険料設定方法の見直し、市町村の事業所へ直接立入権限の付与等が実施
された。 
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第四項 2008（平成 20）年介護保険法改正について 
 
この介護保険制度改正は、2007 年に社会問題となったいわゆるコムスン問題(3)等を受け
て、介護サービス事業者の不正事案を防止し、介護事業運営の適正化を図る観点から実施
されたものである。制度改正の概要を図２－２に示す。 
改正内容としては、「介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制の整備」「休止・
廃止の事前届出制」「休止・廃止時のサービス確保の義務化」等が実施され、事業者による
不正行為防止をより一層強化する措置が講じられることとなった。 
 
図２－２ 2008（平成 20）年介護保険制度改正の主な内容 
 
 
 
 
                                                   
(3) 株式会社コムスンは、2007 年４月段階で従業員２万４千人、指定事業所数 2,081（うち訪
問介護事業所は 1,110 ヶ所）、利用者数６万５千人、年間売上 639 億円（2006 年６月決算
期）という、当時在宅介護最大手の企業であったこともあり、そのような企業の無数の組織
的不正行為は大きな衝撃であった。 
（厚生労働省ＨＰより筆者作成） 
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第五項 2011（平成 23）年介護保険法改正について 
 
介護保険制度が施行されて以降、２回目の大規模な改正となった。介護保険制度が始ま
って 10 年が経過し、サービス利用者数が、制度創設当初の約３倍になるとともに、重度の
要介護者や医療ニーズの高い高齢者の増加、介護力の弱い単身世帯や高齢者のみ世帯の増
加などへの対応と、これを支える介護人材の確保等が緊急の課題となってきていたことか
ら、高齢者が地域で自立した生活を営むことができるようにするために、医療、介護、予
防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の実現
が提唱されることとなった。「地域包括ケアシステム」を図２－３、制度改正の概要を図２
－４に示す。 
地域包括ケアシステムとは、地域包括ケア研究会（2010）において「ニーズに応じた住
宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保するため、医療
や介護、予防のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場
（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域での体制」と定義されており、当システ
ムの構築は、介護保険制度において重要な概念として根幹をなすものである。 
当改正においては、「医療と介護の連携の強化等」「介護人材の確保とサービスの質の向
上」「高齢者の住まいの整備等」「認知症対策の推進」「保険者による主体的な取組の推進」
「保険料の上昇の緩和」の６つの柱で構成されている。 
 第一に、「医療と介護の連携の強化等」として、在宅における単身者や重度の要介護者等
に一層対応できるよう、24 時間対応の訪問介護として「定期巡回・随時対応型訪問介護看
護」や通いを中心に訪問介護・看護、泊りを一つの事業所が一体的に提供する「複合型サ
ービス」(4)が創設された。また、よりきめ細かなニーズ把握、サービス提供を可能とするた
めに、日常生活圏域ごとに介護保険事業計画を策定することや市町村の判断による予防給
付と生活支援サービスの総合的な取り組みである「介護予防・日常生活支援総合事業」を
実施することとなった。 
 第二に、「介護人材の確保とサービスの質の向上」として、これまで違法瀬阻却として措
置されてきた介護職員による医療行為である痰の吸引や経管栄養が、介護福祉士や一定の
教育を受けた介護職員等においては実施可能となった。また、事業者による雇用管理改善
                                                   
(4) 提供するサービス内容のイメージがしにくいとの指摘があったため、2015（平成 27）年
度介護報酬改定において「看護小規模多機能型居宅介護」と名称変更 
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の取組を推進するため、介護サービス事業所における労働法規の遵守を徹底し、事業所指
定の欠格要件及び取消要件に労働基準法等違反者が追加された。 
第三に、「高齢者の住まいの整備等」として、日常生活や介護に不安を抱く「高齢単身・
夫婦のみ世帯」が、特別養護老人ホーム等への施設入所ではなく、住み慣れた地域で安心
して暮らすことを可能とするよう、新たに「サービス付き高齢者住宅」(5)を創設、供給促進
することとなった。また、トラブルが多く発生していた、有料老人ホーム等における前払
金の取扱について、返還に関する利用者保護規定が追加された。 
第四に、「認知症対策の推進」として、市民後見人の育成及び活用等、市町村における高
齢者の権利擁護を推進するとともに、市町村の介護保険事業計画において、地域の実情に
応じた認知症支援策を盛り込むこととなった。 
第五に、「保険者による主体的な取り組みの推進」として、市町村は介護保険事業計画と
医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保することとし、地域密着型サービスに
ついて、公募・選考による指定が可能となった。 
 
図２－３ 地域包括ケアシステムの概要 
 
                                                   
(5) 高齢者住まい法により創設された、介護サービスなどの福祉施策を担う厚生労働省と住宅
整備などのインフラ施策を担う国土交通省による共管事業 
（厚生労働省ＨＰより転載） 
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図２－４ 2011（平成 23）年介護保険制度改正の主な内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（厚生労働省老健局資料「平成２３年介護保険法改正について」より筆者作成） 
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第六項 2014（平成 26）年介護保険法改正について 
 
2015（平成 27）年度の介護保険制度改正は、2014（平成 26）年６月に「地域における医
療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（以下、医療
介護総合確保推進法）」として、介護保険法や医療法など 19 の法律が一括して改正された
ものである。趣旨は、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法
律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括
ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す
るため、医療法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う」こととされ、こ
れは、平成 24 年８月に成立した社会保障制度改革推進法によって、年金、医療、介護、少
子化の４分野での改革の基本方針が明記され、介護保険については、「介護サービスの効率
化・重点化、保険料負担の増大の抑制を図る」とされたことを受けたものである。 
介護保険法改正においては、「地域包括ケアシステムの構築」として、高齢者が住み慣れ
た地域で生活を継続できるようにするための介護、医療、生活支援、介護予防のさらなる
充実を図るとともに、低所得者の保険料軽減を拡充する一方で、保険料の上昇を抑制する
ために、所得や資産を有する者の利用者負担を見直す「費用負担の公平化」を柱として実
施された。制度改正の概要を図２－５に示す。 
 
図２－５ 2014（平成 26）年介護保険制度改正の主な内容 
 
（厚生労働省老健局資料「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法
律の整備等に関する法律の概要」より筆者作成） 
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第一に、「地域支援事業の充実および多様化」として、「在宅医療・介護連携の推進」「認
知症施策の推進」「生活支援・介護予防サービスの充実」「新しい介護予防・日常生活支援
総合事業（総合事業）の実施」が図られることとなった。「在宅医療・介護連携の推進」と
は、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構
築するため、都道府県・保健所の支援の下、市町村が中心となって、地域の医師会等と緊
密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を推進することである。「認知症施策
の推進」とは、認知症専門医による指導の下、早期診断、早期対応に向けて、認知症初期
集中支援チーム、認知症地域支援推進員を地域包括支援センター等に整備することである。
「生活支援・介護予防サービスの充実」とは、ボランティア等の養成、発掘などの地域資
源の開発や、そのネットワーク化などを行う生活支援コーディネーター（地域支え合い推
進員）の配置等、多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを、
市町村が支援するよう、制度的な位置づけの強化を図ったものである。「新しい介護予防・
日常生活支援総合事業（総合事業）の実施」とは、サービス内容、介護報酬単価等が全国
一律となっている予防給付のうち、介護予防訪問介護、介護予防通所介護について、市町
村が地域の実情に応じ、住民主体の取り組みを含めた多様な主体による柔軟な取り組みに
より、効果的かつ効率的にサービスを提供できるよう、地域支援事業の「訪問型サービス」
「通所型サービス」として見直すことである。 
第二に、「特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の入所要件の重点化」として、在宅
での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化するため、原則、新規入所者を
要介護３以上の高齢者に限定することとなった。 
第三に、「低所得者の保険料軽減の拡充」として、第１号被保険者（65 歳以上）の全体
の約３割に該当する非課税世帯（第１段階～第３段階）に対し、給付費の５割の公費とは
別枠で公費を投入し、低所得高齢者の保険料軽減を強化した。 
第四に、「一定以上所得者の利用者負担の見直し」として、これまで一律１割に据え置い
てきた利用者負担について、相対的に負担能力のある一定以上の所得がある高齢者（第１
号被保険者）に対し自己負担割合を２割とした。さらに、同一世帯内に一定以上の所得者
がいる場合、その世帯の「利用者負担上限額」を「37,200 円」から「44,400 円」に引き上
げられた。 
第五に、「補足給付の見直し」として、補足給付を支給し負担軽減している市町村民税非
課税世帯であっても、預貯金を保有している場合がある等、保険料を財源とした給付が行
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われることに対する不公平の解消として、対象者判定における要件として配偶者の所得や
預貯金等の資産を勘案することとした。 
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第七項 2017（平成 29）年介護保険法改正について 
 
2017（平成 29）年４月 18 日に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の
一部を改正する法律案」（以下、「地域包括ケアシステム強化法案」）が衆議院本会議におい
て可決され、今国会で成立する見通しとなった。本法案は、介護保険法をはじめとして、
老人福祉法、医療法、児童福祉法、高齢者虐待防止法など 31 本の法改正を束ねるもので、
この成立により、平成 30 年度介護保険制度改正の大枠が固まったことになる。高齢者の
自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可
能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるよ
うにすることを目的としている。今回改正においては、大きく２点「地域包括ケアシステ
ムの深化・推進」「介護保険制度の持続可能性の確保」を掲げ、目前に迫っている 2025 年
問題に対して、これまで推進してきた地域包括ケア体制の構築を加速するとともに財政課
題に向けた強化を図ることに主眼が置かれていることがわかる。 
今回改正において「地域共生社会」という概念が新たに打ち出されていることは注目す
べき点である。2016 年７月に政府が設置した「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」
によって初めて設定されたものである。「地域共生社会」とは、「制度・分野ごとの縦割り
や『支え手』『受け手』という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』と
して参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一
人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会」と定義されている。行政組
織を「縦割り」と明確にしている点においても画期的な表現であろう。なお、「地域共生社
会」と「地域包括ケアシステム」との関連性については、地域包括ケア研究会（2017）が
「『地域共生社会』とは、今後、日本社会全体で実現していこうとする社会全体のイメージ
やビジョンを示すものであり、高齢者分野を出発点として改善を重ねてきた『地域包括ケ
アシステム』は『地域共生社会』を実現するための『システム』『仕組み』」としており、
これによって今後の地域社会における理念に目指すべきビジョンが明確に整理された。
「地域共生社会の概要」を図２－６、制度改正の概要を図２－７に示す。 
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図２－６ 地域共生社会の概要 
 
 
 
図２－７ 2017（平成 29）年介護保険制度改正の主な内容 
 
 
（厚生労働省「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）【概要】）」より転載） 
（厚生労働省資料「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律 
のポイント」より筆者作成） 
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第一に、「保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進」として、
保険者機能の強化を抜本的に見直す。重度化予防において先進的な取り組みを行っている
埼玉県和光市や大分県における認定率の低下や保険料の上昇抑制に成功していることを
参考に、全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、「デー
タに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載）」「適
切な指標による実績評価」「インセンティブの付与」を法律により制度化する。具体的には、
国から提供されたデータを分析した上で、計画を策定するとともに介護予防・重度化防止
等の目標を設定し、その達成状況に応じて、市町村と都道府県に国が財政的インセンティ
ブ（交付金）を増額する仕組みである。また、「居宅サービス事業者の指定等に対する保険
者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入）」とし
て、供給過多を危惧されている通所介護（デイサービス）等を念頭に、市町村がサービス
供給量をより調整しやすくできるような仕組みが導入されることとなった。 
第二に、「医療・介護の連携の推進等」として、「新たな介護保険施設・介護医療院」が
創設される。これは、現行の介護療養型医療施設（介護療養病床）が、2018（平成 30）年
３月末に廃止される措置(6)への対応策であるが、今後、増加が見込まれる慢性期の医療・
介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・
ターミナル」等の医療機能に加え、「生活施設」としての介護機能を兼ね備えたものとされ
ている。 
第三に、「地域共生社会の実現に向けた取組の推進等」として、新たに介護保険法と障害
者総合支援法の両制度に「共生型サービス」を位置づけることとなった。これは、すでに
介護保険サービスを提供している介護事業所が、高齢者と障害児者が同一事業所でサービ
スを受けやすくすることを目的として、障害福祉サービス事業の指定を受けやすくするた
め、基準緩和等を行うというものであり、障害福祉サービスを利用している 65 歳以下の
障害者が 65 歳以上になった際に、介護保険サービスが優先されるために様々な支障が出
ていたことに対応したものである。 
第四に、「現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し」として、世代間・世
代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に
所得の高い層の負担割合を３割とすることとなった。利用者負担については、2015（平成
                                                   
(6) 新施設に転換するための準備期間として経過措置期間は６年間延長と設定された。 
24 
27）年８月に２割負担に引き上げられて以来のことである。また、中間所得世帯の高額介
護サービス費の負担上限額の増額も実施されることとなった。 
第五に、「介護納付金における総報酬割の導入」である。第２号被保険者である 40～65
歳の現役世代が負担する保険料は、これまで医療保険の各保険者（健康保険組合、共済組
合、協会けんぽ、国民健康保険）の加入者数に応じた「加入者割」であったが、これを保
険者間において報酬額に比例した負担「総報酬割」とすることとなった。これにより、健
康保険組合と共済組合は負担増となる一方、協会けんぽについては負担が軽減されると試
算されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
25 
第二節 介護業界の動向 
 
第一項 高齢化の状況 ①人口動態 
 
我が国の総人口は、2016（平成 28）年 10 月１日現在、1 億 2,693 万人となっている。65
歳以上の高齢者人口は、3,459 万人となり、総人口に占める割合（高齢化率）も 27.3％とな
った。（図２－８）また、高齢者人口のうち、「65～74 歳人口」は 1,768 万人で総人口に占
める割合は 13.9％、「75 歳以上人口」は 1,691 万人で、総人口に占める割合は 13.3％であ
る。2015（平成 27）年は、昭和 22～24 年に生まれたいわゆる「団塊の世代」が 65 歳に達
したことによる増加数に及ばないため 65～74 歳人口の対前年増加数が減少に転じている。
（図２－９） 
 我が国の将来推計総人口は、長期の人口減少過程に入っており、2029（平成 41）年に人
口 1 億 2,000 万人を下回った後も減少を続け、2053（平成 65）年には 1 億人を割って 9,924
万人となり、2065（平成 77）年には 8,808 万人になると推計されている。（図２－10）高齢
者人口は、「団塊の世代」が 65 歳以上となった平成 27 年に 3,387 万人となり、「団塊の世
代」が 75 歳以上となる 2025（平成 37）年には 3,677 万人に達すると見込まれている。そ
の後も高齢者人口は増加傾向が続き、2042（平成 54）年に 3,935 万人でピークを迎え、そ
の後は減少に転じると推計されている。総人口が減少する中で高齢者が増加することによ
り高齢化率は上昇を続け、2036（平成 48）年に 33.3％で 3 人に 1 人となる。2042（平成
54）年以降は高齢者人口が減少に転じても高齢化率は上昇傾向にあり、2065（平成 77）年
には 38.4％に達して、国民の約 2.6 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となる社会が到来すると
推計されている。総人口に占める 75 歳以上人口の割合は、2065（平成 77）年には 25.5％
となり、約 4 人に 1 人が 75 歳以上の高齢者となると推計されている。高齢者人口のうち、
65～74 歳人口は「団塊の世代」が高齢期に入った後に 2016（平成 28）年の 1,768 万人でピ
ークを迎える。その後、2028（平成 40）年まで減少傾向となるが再び増加に転じ、2041（平
成 53）年の 1,715 万人に至った後、減少に転じると推計されている。一方、75 歳以上人口
は増加を続け、2018（平成 30）年には 65～74 歳人口を上回り、その後も 2054（平成 66）
年まで増加傾向が続くものと見込まれている。なお、５年前（2012 年）の推計と比較する
と、人口減少の速度（2060 年推計人口について、今回推計では 9,284 万人、前回推計では
8,674万人）や高齢化の進行度合い（2060年高齢化率の推計について、今回推計では38.1％、
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前回推計では 39.9％）は緩和している。 
出生数は減少を続け、2065（平成 77）年には、56 万人になると推計されている。この減
少により、年少人口（0～14 歳）は 2056（平成 68）年に 1,000 万人を割り、2065（平成 77）
年には 898 万人と、現在の半分程度になると推計されている。出生数の減少は、生産年齢
人口にまで影響を及ぼし、2029（平成 41）年に 6,951 万人と 7,000 万人を割り、2065（平
成 77）年には 4,529 万人となると推計されている。一方、高齢者人口の増大により死亡数
は増加、死亡率（人口 1,000 人当たりの死亡数）は上昇を続け、2065（平成 77）年には、
17.7％になると推計されている。（図２－11）65 歳以上の高齢者人口と 15～64 歳人口の比
率をみてみると、1950（昭和 25）年には 1 人の高齢者に対して 12.1 人の現役世代（15～64
歳の者）がいた「胴上げ型」に対して、2015（平成 27）年には高齢者 1 人に対して現役世
代 2.3 人と「騎馬戦型」になっている。今後、高齢化率が上昇し、現役世代の割合が低下
することで、2065（平成 77）年には、1 人の高齢者に対して 1.3 人の現役世代という「肩
車型」の比率になる。 
 なお、世界的に見た場合、先進諸国の高齢化率を比較してみると、我が国は 1980 年代ま
では下位、90 年代にはほぼ中位であったが、2005（平成 17）年には世界で最も高い水準と
なっている。（図２－12）また、高齢化の速度について見ても、高齢化率が 7％を超えてか
らその倍の 14％に達するまでの所要年数（倍加年数）によって比較すると、フランスが 115
年、スウェーデンが 85 年、アメリカが 72 年、比較的短いイギリスが 46 年、ドイツが 40
年に対し、我が国は、1970（昭和 45）年に 7％を超えた後、その 24 年後の 1994（平成６）
年には 14％に達しており、高齢社会への突出したスピードがわかる。しかし、足元ではそ
の伸び率は鈍化している。一方、アジア諸国に目を移すと、韓国が 18 年、シンガポールが
20 年、中国が 23 年など、今後、一部の国で、我が国を上回るスピードで高齢化が進むこ
とが見込まれている。（図２－13） 
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図２－８ 高齢化の推移と将来推計 
 
 
 
図２－９ 高齢化人口の対前年増加数の推移 
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図２－10 年齢区分別将来人口推計 
 
 
図２－11 出生数及び死亡数の将来推計 
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図２－12 世界の高齢化率の推移 
 
 
 
図２－13 主要国における高齢化率７％から 14％へ要した期間 
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第二項 高齢化の状況 ②世帯状況 
 
 65 歳以上の高齢者のいる世帯についてみると、2015（平成 27）年現在、世帯数は 2,372
万 4 千世帯と、全世帯（5,036 万 1 千世帯）の 47.1％を占めている。1980（昭和 55）年で
は世帯構造の中で三世代世帯の割合が一番多く、全体の半数を占めていたが、2015（平成
27）年では夫婦のみの世帯が一番多く約 3 割を占めており、単独世帯と合わせると半数を
超える状況である。（図２－14）65 歳以上の高齢者について子供との同居率をみると、1980
（昭和 55）年にほぼ 7 割であったものが、2015（平成 27）年には 39.0％となっており、子
と同居の割合は大幅に減少している。単独世帯又は夫婦のみの者については、1980（昭和
55）年には合わせて 3 割弱であったものが、2015（平成 27）年には 56.9％まで増加してい
る。（図２－15）65 歳以上の一人暮らし高齢者の増加は男女ともに顕著であり、1980（昭
和 55）年には男性約 19 万人、女性約 69 万人、高齢者人口に占める割合は男性 4.3％、女
性 11.2％であったが、2015（平成 27）年には男性約 192 万人、女性約 400 万人、高齢者人
口に占める割合は男性 13.3％、女性 21.1％となっている。（図２－16） 
 
図２－14 65歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）と全世帯に 
占める 65歳以上の者がいる世帯の割合 
 
 
（内閣府「平成 29年版高齢社会白書」より筆者作成） 
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図２－15 家族形態別にみた 65歳以上の高齢者の割合 
 
 
 
図２－16 65歳以上の一人暮らし高齢者の動向 
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第三項 市場規模（サービス受給者数）の動向 
 
要介護（要支援）認定者（以下「認定者」という。）数は、平成 27 年度末現在で 620 万
人となっている。（図２－17）うち、第１号被保険者は 607 万人（男性 185 万人、女性 422
万人）、第２号被保険者は 14 万人（男性７万人、女性６万人）となっている。前年度末現
在に比べ、第 1 号被保険者は 15 万人、2.5％増、第 2 号被保険者は 0.5 万人、3.6％減とな
っている。介護保険制度がスタートした 2000（平成 12）年度と比して約 2.4 倍に増加した。
認定を受けた第 1 号被保険者のうち、前期高齢者（65 歳～75 歳未満）は 76 万人、後期高
齢者（75 歳以上）は 531 万人で、第 1 号被保険者の認定者に占める割合は、それぞれ 12.5％、
87.5％となっている。認定者を要介護（要支援）状態区分別にみると、要支援１が 89 万人、
要支援２が 86 万人、要介護１が 122 万人、要介護２が 108 万人、要介護３が 81 万人、要
介護４が 74 万人、要介護５が 60 万人となっており、軽度（要支援１～介護２）の認定者
が約 65.3％を占めている。第１号被保険者に占める認定者の割合は、平成 27 年度末時点
の現在全国平均で 17.9％となっており、都道府県別には、和歌山県の 22.2％から埼玉県の
14.3％までと大きな差が出ている。 
 
図２－17 認定者数の推移（年度末現在） 
 
 
337
377
409
452
463
465 486
499
513
559
591
607
611
605
603
601
363
389
419
473
493
521 544
575
587
626
638
665
692
709
726
744
355
389
426
486
522
552 645 705
736
713
698
721
743
766
790
810
484
563
636
596
611
645
750 802 821
849
897
948
989
1026
1060
1080
701
875
1056
1240
1328
1423
895 769
784 847
907
965
1046
1110
1170 1220
508 627
660 651
668 709
766 802
838 858
527 550 572 601 664 690
764 820 871 890
322 390 499
593 669 718
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
6,204
6,058
5,838
5,611
5,306
5,062
4,846
4,6734,529
4,4014,323
4,086
3,839
3,445
2,983
2,562
（千人）
（厚生労働省「平成 27年度介護保険事業状況報告（年報）概要」より筆者作成） 
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サービス受給者数は、2015（平成 27）年度末現在で 521 万人となっている。（図２－18）
うち、第１号被保険者は 511 万人、第２号被保険者は 11 万人となっている。前年度末現在
に比べ、19 万人、3.7％増となっている。介護保険制度がスタートした 2000（平成 12）年
度と比して約 2.8 倍に増加した。認定を受けた者が実際にサービスを受けた割合は、85.8％
となっており、認定を受けた者の 7 人に 1 人はサービスを受けていない状況である。 
サービス受給者を要介護（要支援）状態区分別にみると、要支援１が 51 万人、要支援２
が 61 万人、要介護１が 102 万人、要介護２が 101 万人、要介護３が 79 万人、要介護４が
70 万人、要介護５が 55 万人となっており、軽度（要支援１～介護２）のサービス受給者
が約 60.6％を占めている。 
サービス形態別にみると、居宅介護（介護予防）サービス受給者数は、2015（平成 27）
年度１ヶ月あたり平均(7)では 389 万人で、前年度（374 万人）に比べ 15 万人、4.0％増とな
っている。うち第１号被保険者数は 380 万人、第２号被保険者数は９万人となっている。
要介護（要支援）状態区分別では、要支援１が 610 万人、要支援２が 727 万人、要介護１
が 1,071 万人、要介護２が 983 万人、要介護３が 594 万人、要介護４が 413 万人、要介護
５が 275 万人となっており、要介護１の受給者数が 22.9%と最も多くなっており、軽度（要
支援１～要介護２）の受給者が約 72.6%を占めている。（図２－19） 
また、施設介護サービス受給者数は、2015（平成 27）年度１ヶ月あたり平均では 91 万
人となっている。要介護（要支援）状態区分別では、要介護１が 62 万人、要介護２が 125
万人、要介護３が 241 万人、要介護４が 344 万人、要介護５が 321 万人となっており、要
介護４の受給者数が 31.4%と最も多く、重度（要介護３～要介護５）の受給者が約 82.9%
を占めている。（図２－20） 
 「介護状態になったら施設」というイメージが持たれていることが多いが、サービス受
給者数を見る限り、居宅サービスによって在宅生活をしている者が 74.7％となっている。
重度（要介護３～要介護５）の受給者に限っても 63.2％は居宅サービスを利用しており、
実態とイメージの差が大きいと言えよう。 
 
 
 
                                                   
(7) 2015（平成 27）年３月から 2016（平成 28）年２月サービス分 
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図２－18 サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）
 
 
 
図２－19 居宅サービス受給者数の推移（１ヶ月平均） 
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図２－20 サービス別・要介護状態区分別 サービス受給者の割合（総数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（厚生労働省「平成 27年度介護保険事業状況報告（年報）概要」より筆者作成） 
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第四項 市場規模（サービス給付費）の動向 
 
保険給付関係の 2015（平成 27）年度累計総数は、件数が１億 5,512 万件、保険単位数が
9,186 億単位、費用額にして９兆 4,870 億円、利用者負担を除いたサービス給付費８兆 5,462
億円となっている。なお、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所
者介護サービス費を含む費用額は、９兆 8,326 億円（対前年度 2,439 億円、2.5％増）とな
っており、介護サービス市場は約 10 兆円に迫る規模となっている。（図２－21） 
サービス給付費の内訳をみると、居宅介護（介護予防）サービス（以下「居宅サービス」
という。）は４兆 6,874 億円、地域密着型介護（介護予防）サービス（以下「地域密着型サ
ービス」という。）は１兆 105 億円、施設介護サービス（以下「施設サービス」という。）
は２兆 8,483 億円となっている。各サービス別の給付費割合は、全国平均で、居宅サービ
ス 54.8％、地域密着型サービス 11.8％、施設サービス 33.3％となっており、居宅サービス
が過半を占めている｡（図２－22）サービス別１人あたり給付費をみると、介護療養型医療
施設が 348 千円と最も高く、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）が 246 千円と
居住系サービスにおいてもサービスごとに相当の差があり、訪問介護 50 千円、通所介護
67 千円などと訪問系サービスは総じて低い。（図２－23） 
第１号被保険者１人あたり給付費（総数）の全国平均は、居宅サービスでは 139 千円、
地域密着型サービスでは 30 千円、施設サービスでは 84 千円、合計では 253 千円となって
いる。また、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービ
ス費を含む１人あたり給付費の全国平均は、269 千円となっている。都道府県別にみると、
埼玉県の第１号被保険者１人あたり給付費が約 20 万円となっているのに対して、島根県
では約 31 万円と約 1.6 倍になっており地域差が大きいことがわかる。（図２－24） 
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図２－21 年度別給付費の推移 
 
 
 
図２－22 サービス別給付費の推移（１ヶ月平均） 
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図２－23 サービス別１人あたり給付費（１ヶ月平均） 
 
 
図２－24 都道府県別第１号被保険者人あたり給付費 
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第五項 周辺産業の動向 
 
これまで介護保険制度に関わる状況を述べてきたが、高齢者に向けた市場、すなわちシ
ニアマーケットとしてとらえた場合、その規模は、介護保険によらない、保険外サービス
を忘れてはならない。みずほコーポレート銀行による産業調査（2012）によれば、高齢者
向け市場は、大きく分けて医療保険が適応される医療サービス、医療器具、医薬品などの
分野の「医療・医薬産業」、介護保険が適応される在宅介護、居住系介護、介護施設などの
「介護産業」、日常生活に関わる「生活産業」の３つに分類して市場規模の推定を算出して
いる。当該調査によれば、2007 年時点で 62.9 兆円であった市場規模は、2025 年には 101.3
兆円に及び、その中でも介護産業だけで 15.2 兆円に及ぶとされている。また、生活産業の
市場規模も 2007 年の 40.3 兆円から 2025 年には 51.1 兆円へと成長する見通しとなってお
り、市場規模から見ると高齢者関連ビジネスのなかではもっとも大きな市場であることが
わかる。（図２－25）また、高齢者向け市場のなかでも高齢者の生活に密着した生活産業の
占める市場は大きく、今後も広く多様化が予想される高齢者のニーズに対応したサービス
が求められることと考えられる。介護関連産業は、介護保険制度におけるサービスのほか、
配食をはじめとしたその他生活支援のサービスを含めると今後もまだまだ成長の見込み
がある産業である。 
 
図２－25 高齢者向け市場の将来推計 
 
 
 
（「みずほコーポレート銀行産業調査 vol.39」より筆者作成） 
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第六項 事業運営者の状況・動向 
 
2000 年の介護保険制度の発足以降、高齢化にともなう介護事業の将来性に加え、既存事
業の将来不安を払拭することを目的とした異業種からの参入も含め、介護事業に参入する
法人は増加の一途をたどっている。 
厚生労働省による平成 28 年介護サービス施設・事業所調査によれば、2016 年 10 月 1 日
時点での介護サービス事業所数は、訪問介護が 35,013 事業所、通所介護が 23,038 事業所、
通所介護が 44,101 事業所(8)となっている。これは国内約 55,000 店あると言われるコンビニ
エンスストアをはるかに超えて増加している状況である。（図２－26） 
介護保険施設は、介護老人福祉施設が 7,705 施設、介護老人保健施設が 4,241 施設、介
護療養型医療施設が 1,324 施設となっており、一般的に老人ホームと言われている特定施
設入居者生活介護施設は 4,858 施設となっている。 
開設主体の構成割合をみると、介護老人福祉施設では「社会福祉法人（社会福祉協議会
以外）」が 94.5％と最も多く、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設では「医療法人」
が 75.1％、83.3％とそれぞれ最も多くなっている。介護サービスの開設（経営）主体別事
業所数の構成割合をみると、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護ステーション、通所介護、
特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護
及び居宅介護支援とほとんどのサービスにおいて「営利法人（会社）」が最も多くなってい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
(8) 通所介護と地域密着型通所介護の合算 
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図２－26 介護事業所数・コンビニエンスストア店舗数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（厚生労働省「平成 28年介護サービス施設・事業所調査」、日本フランチャイズチェーン協会 
「コンビニエンスストア統計時系列データ」より筆者作成） 
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第三節 介護業界における人材状況 
 
第一項 介護職員数の推移 
 
介護事業は、サービス産業であるとともに、その対象が要介護者であることから労働集
約型産業の典型といえる。厚生労働省による平成 29 年度介護事業経営実態調査の収入に
対する給与費の割合結果からも、介護老人福祉施設で 64.6％、訪問介護で 76.1％となって
いるなど、極めて人件費率の高い状況を確認することができる。今後さらに増加する介護
需要に対し、さらに人材が必要となることは明白である。 
介護保険制度の導入以来、介護職員の数は増え続けており、介護保険制度創設時の約 55
万人から、2015（平成 27）年度には約 183 万人と、この 15 年間で約 3.3 倍に増加した。 
 今後の介護人材の需要として、厚生労働省による 2015（平成 27）年 6 月の発表(9)によれ
ば、2025 年に 253 万人と現在の約 1.4 倍、約 70 万人の増加が必要とされている。一方で
同発表では、供給として生産年齢人口の減少をふまえ 215 万人にとどまるとされ、必要な
介護サービスを提供するためには約 37.7 万人もの人材が不足するとされている。（図２－
27） 
 
図２－27 介護保険制度施行以降の介護職員数の推移および 2025年の需給推計 
 
                                                   
(9) 厚生労働省：2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）について：2015 
（厚生労働省「第 145回社会保障審議会介護給付費分科会資料＜介護人材確保対策・参考資料＞」より筆者作成） 
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第二項 介護分野における労働市場の動向 
 
厚生労働省の労働市場分析レポート(10)によれば、平成 28 年の有効求人倍率は 1.36 倍と
なり、1.40 倍であった 1991（平成３）年以来、25 年ぶりの高い水準となり、正社員有効求
人倍率においても、集計を開始した 2005（平成 17）年以降で過去最高であった。このこと
からも、全産業において人材不足感が進んでいると考えられる。そのような状況において
介護分野の有効求人倍率は、平成 28 年で 3.02 倍となっており、全産業を大きく超える高
い水準で推移している。（図２－28） 
そのなかでも特に著しく増加傾向にあるのが、首都圏をはじめとする大都市圏である。
厚生労働省の職業安定業務統計(11)によると、都道府県別有効求人倍率（平成 29 年５月）に
おいて、東京都が 5.40 倍、愛知県が 5.30 倍、大阪府が 4.21 倍と介護分野平均の 3.15 倍を
大きく上回る状況となっている。今後、都市部では 75 歳以上の高齢者人口の急速な増加
が見込まれており、極めて大きな問題となることが想定される。 
 
図２－28 介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向 
（有効求人倍率と失業率の動向） 
 
                                                   
(10) 厚生労働省：労働市場分析レポート第 75 号：2017 
(11) 厚生労働省：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）平成 29 年５月分について：2017 
（厚生労働省「平成 28年度雇用動向調査」、（財)介護労働安定センタ 「ー平成 28年度介護労働実態調査」より筆者作成） 
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第三項 介護分野における採用率・離職率の状況 
 
全産業と介護職員における採用率をみると、全産業においてはほぼ横ばいで推移してい
るが、介護職員においては 2016（平成 24）年度を除き総じて減少している。前項における
有効求人倍率からも採用意欲は高いものの、結果として採用しにくくなっているものと推
測される。公益財団法人介護労働安定センターによる平成 28 年度介護労働実態調査にお
いても、「従業員の不足感」の理由に対して、「採用が困難である」との回答が 73.1％に上
っており、前年（70.8％）よりも上昇していることからもそのような状況がうかがえる。 
一方、離職率については、全産業が 15％前後で推移するなか、介護職員の離職率は低下
傾向にあったものの、ここ数年は 16％台半ばで下げ止まって推移しており、全産業と比べ
てもやや高い水準となっている。介護人材の需給バランスが逼迫する状況においては、介
護分野においては売り手市場となっており、介護事業者が様々に実施してきた対策効果に
ついても限界にきていることが考えられる。（図２－29） 
 
図２－29 採用率・離職率の状況 
＜採用率＞                ＜離職率＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
（厚生労働省「第 145 回社会保障審議会介護給付費分科会資料＜介護人材確保対策・参考資料＞」より筆者
作成） 
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第四項 最近の介護人材確保対策について 
 
介護人材等の総合的な確保方策や介護福祉士の位置づけ・介護福祉士の資格取得方法を
検討するために、社会保障審議会福祉部会に設置された福祉人材確保専門委員会の最近の
議論、提議において、介護リーダー職のあり方について方向性が示されていることから、
その点について触れておきたい。 
当該委員会では、2015（平成 27）年２月に「2025 年に向けた介護人材の確保～量と質好循環
立に向けて」を取りまとめており、介護人材確保の具体的な方策を示され、引き続き、限られ
た人材をより有効に活用するための多様な人材層の類型化・機能分化を進めることや介護福祉
士の専門職としての社会的評価と資質を高めるための具体的な方策について議論が重ねられ
てきた結果として、2017（平成 29）年 10 月「介護人材に求められる機能の明確化とキャリア
パスの実現に向けて」として報告がされている。 
 当該報告においては、現状課題として、「介護職の業務実施状況」において、介護福祉士とそ
れ以外の者で明確に業務分担がされていない、「管理者の認識」において、介護過程の展開にお
けるアセスメントや介護計画の作成・見直しなどの業務は介護福祉士が専門性をもって取り組
むべきという認識が高い、「介護職のリーダー」について、介護職の統合力や人材育成力などの
能力が求められているものの、十分に発揮できていないと感じている管理者が多い、ことを挙
げている。 
そして、「業務内容に応じた各人材層の役割・機能に着目するのではなく、利用者の多様なニ
ーズに対応できるよう、介護職のグループによるケアを推進していく上で、介護人材に求めら
れる機能や必要な能力等を明確にし、介護分野に参入した人材が意欲・能力に応じてキャリア
アップを図り、各人材が期待される役割を担っていけるようにすべき」と指摘し、その具体的
対応として、「介護職のグループにおけるリーダーの育成」「介護福祉士養成課程におけるカリ
キュラムの見直し」「介護人材のすそ野の拡大に向けた入門的研修の導入」「介護福祉士等によ
る医療的ケアの実態の把握」が掲げられた。 
特に、このなかで「リーダーは、介護職のグループによるケアを推進していく者であり、そ
の役割を担うにあたっては、観察力、判断力、業務遂行力、多職種連携力、人材及びサービス
のマネジメント力など多様な能力が必要となる。」「養成課程におけるカリキュラムを充実させ
るべき点として、例えば、現行のカリキュラムでは十分に学べるものとなっていないリーダー
シップやフォロワーシップ」と述べている点は、これまで重視されてきたテクニカルスキルに
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加え、専門職においてもマネジメント職、リーダー職として役割を発揮していくために必要な
スキルとしてノンテクニカルスキルの重要性に明確に言及している点は、これまでにはない視
点であり、大変興味深いものである。介護事業所が増加していくなかで、それだけ管理職を全
うしていくことができる人材が必要となるなか、こうした点に焦点をあてていく意義は大きい。 
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第３章 介護観ならびにリーダー特性に関する先行研究レビュー 
 
訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係を調査していくにあたり重要
な視点は「介護観」と「リーダーの自覚」である。特に、介護職員の「ケアの方向性・考
え方」「介護観」に関しては、これまでにも坂田ら（1985）や松山（2005）、小松（2006）
といった先行研究がなされていたものの、これらは、介護職員の介護の仕事や高齢者等に
対する意識や認識をとらえたものであり、介護職員が介護の仕事に取り組む際によって立
つ価値観や態度にまで焦点をあてたものではなかった。そのようななかで、「介護観」を働
き方や仕事への取り組み方を含むものとしてとらえて調査分析をした白石ら（2010）やそ
こにリーダー特性を交えて調査分析した影山ら（2011）の研究は、大きな示唆と本研究の
方向性を与えてくれるものであった。そこで、本章では、「介護観」については、白石ら
（2010）が実施した、多様で曖昧な概念に対して一定の定義づけをした施設介護職員の介
護観に関する研究を、「リーダーの自覚」については、影山ら（2011）が実施した、介護施
設における現場リーダーの特性に関する研究をそれぞれ取り上げ、レビューしていく。 
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第一節 介護老人福祉施設の介護職員の「介護観」に関する研究 
（白石ら、2010） 
 
第一項 研究概要 
 
当研究は、介護現場や介護教育現場においてたびたび使われる「介護観」の定義につい
て、それまで介護に関する論文、教科書、辞典等でも、それを明確に示すものがなく、一
方で、離職理由に「ケアの考え方が合わない」ことをあげる者が一定数いたことに対する
問題意識を起点としている。 
当研究では、「介護観」という言葉を、狭い意味の「ケアの方向性・考え方」だけではな
く、働き方や仕事への取り組み方を含むものとしてとらえ、「介護職員が介護の仕事に取り
組む際によって立つ価値観および態度」と定義し、その内容と構造を明らかにするととも
に、経験年数、教育・資格による相違を分析することを目的として実施された。 
調査は、介護老人福祉施設に勤務する介護職員を対象として、層化二段無作為抽出法で
抽出した当該施設長に対し、介護職員４人分の質問紙を、質問紙法による郵送調査で実施
された。その際、①正規雇用の職員、②介護現場での勤務経験を１年以上有する職員、③
もっぱら直接介護に従事している管理職者以外の職員、の３つの条件を満たす職員とした。 
調査内容は、回答者の基本属性、自身の「介護観」に関する項目を記載した調査項目に
よって構成されている。分析の枠組みとしては、はじめに「介護観」に関する 48 項目それ
ぞれの平均点および標準偏差を算出した後、探索的因子分析を実施し、因子構造を明らか
にした上で、得らえた因子ごとの単純合計得点と経験年数、教育・資格との関連を二要因
分散分析により分析した。 
探索的因子分析において、「介護観」の因子構造について、第１因子「考え、振り返る実
践重視」、第２因子「家族の意向・安全重視」、第３因子「残存能力・機能重視」、第４因子
「組織内のルール・規範重視」の４因子が抽出された。 
つづいて、「介護観」と介護現場の経験年数、教育・資格との関連について二要因分散分
析を実施した結果、「考え、振り返る実践重視」「残存能力・機能重視」「組織内のルール・
規範重視」では有意な差が認められず、「家族の意向・安全重視」についてのみ有意な差が
認められた。「家族の意向・安全重視」においては、「３年以上５年未満」の「実務経験ル
ートの介護福祉士」は，同経験年数の「介護福祉士以外の職員」より低かった。また、「５
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年以上 10 年未満」の「養成校ルートの介護福祉士」および「実務経験ルートの介護福祉
士」は，同経験年数の「介護福祉士以外の職員」より低かった。 
 
第二項 当研究の意義と限界 
 
これまで曖昧であった「介護観」について一定の定義づけがされたことに大きな意義が
ある。「考え、振り返る実践重視」「家族の意向・安全重視」「残存能力・機能重視」「組織
内のルール・規範重視」の４因子は、いずれも介護現場において重視され、研修等の教育
場面においても繰り返し求められるものであった。そして、以下に示すように、いくつか
の示唆を与える結果を導き出している。 
「考え、振り返る実践重視」は、介護職員が、利用者もしくは、介護職員自身の行動や
反応について、考え、振り返りながら仕事に取り組むことを重視した内容であり、Donald 
Schön（2001）が提唱する、「行為のなかの省察」に基づく「反省的実践家」という専門職
像の概念にも通ずるものである。また、藤江ら（2008）が「振り返りを通じ、次の実践へ
とつながる新たな知見を見いだす創造的な思考（力）は、介護福祉士の質の向上にとって
重要な要素である」と述べているとおり、介護職員にとっても重要な項目と言える。 
「家族の意向・安全重視」は、利用者本人の意向というよりは、家族の意向や安全な生
活を重視した内容である。この「家族の意向・安全重視」は、経験年数「10 年以上」を除
き、全般的に、「養成校ルートの介護福祉士」「実務経験ルートの介護福祉士」の得点が、
「介護福祉士以外の職員」の得点より低い傾向にあった。これは、「養成校ルートの介護福
祉士」「実務経験ルートの介護福祉士」が、介護福祉士を取得する過程で、「家族の意向・
安全」だけではなく、利用者の意向を尊重することの重要性を学んでいることによる効果
を示唆するものである。一方で、経験年数「10 年以上」では、教育・資格による有意差が
なく、得点が低くなっていた。これは、経験のある、いわゆるベテラン職員に苦情やクレ
ームが一定数あることをふまえると、一概に利用者本人の意向を重視している場合ばかり
ではなく、サービス提供者側の一方的な都合でサービス提供されている可能性もあること
を示しており、留意すべき結果であった。 
「残存能力・機能重視」は、利用者の残存能力・機能を重視した内容であり、いわゆる
「自立支援」といわれる、介護における基本概念である。高齢者福祉の理念として「自立」
が最初に示されたのは、高齢者介護・自立支援システム研究会（1994）である。同研究会
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は、今後の高齢者介護の基本理念は、「高齢者が自らの意思に基づき，自立した質の高い生
活を送ることがきるように支援すること、すなはち『高齢者の自立支援』」と述べている。
また、介護保険法においても、第１条にその目的として「介護、機能訓練並びに看護及び
療養上の管理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有す
る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう」とあり、第２条第４項にも「被
保険者が要介護状態となった場合においても、可能な限り、その居宅において、その有す
る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮されなければならない。」
と明記されている。厚生労働省が示す今後求められる介護福祉士像においても、「本人のエ
ンパワメントを意識した自立支援を重視」と記載があり、介護職員にとって残存能力・機
能を重視することは専門職として大いに期待されていることである。 
「組織内のルール・規範重視」は、一定の組織規範のなかでチームワークを重視しなが
ら仕事に取り組むことである。チームケアという言葉があるとおり、介護職員が一人で利
用者と向き合うものではないことは明白であるが、介護職員同士はもちろんのこと、多職
種の連携と協働の必要性について、これまでにもたびたび指摘されてきたところである。
堀田ら（2009）や白石ら（2011）は、「連携に関する意識」や「協働」といった多職種によ
るチームケアを促進する要素がワークモチベーションの構成要素になっていると述べて
いる。前出の今後求められる介護福祉士像においても「多職種協働によるチームケア」と
記載があり、介護職員にとって組織内のルール・規範を重視することは重要である。 
 一方で、「考え、振り返る実践重視」「残存能力・機能重視」「組織内のルール・規範重視」
において、経験年数や教育・資格による差がみられなかった結果については、それだけを
もって介護の専門職教育に疑問を投げかけるものではないものの、そのあり方に何らかの
示唆を与えうるものである。また、当研究において抽出された因子に「尊厳」に関するも
のが含まれなかった点については興味深い結果である。介護保険法においても第一条に明
記されており、前出の今後求められる介護福祉士像においても「尊厳を支える「個別ケア」
の実践」と記載されているとおり、介護職員にとって求められる重視な視点である。質問
項目にある「寄り添う」「よいケア」といった言葉の曖昧さから回答者やその状況によって
もとらえ方に相違があったことが考えられるため一概には言えないが、「尊厳重視」の価値
観、態度で回答されなかった可能性も否定できない。平成 27 年度高齢者虐待対応状況調
査でも養介護施設従事等による高齢者虐待と認められた件数が平成 27 年度で対前年
36.0％増加しており、虐待発生要因でも「教育・知識介護技術等に関する問題」が 65.6％
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と最も多いとされている。こうしたことからも、介護職員の尊厳に対する教育のあり方も
含め、改めて考えていくことが必要であることを示されたと言える。 
 最後に、当研究における限界について述べる。第一に、そもそも当研究における対象が、
介護老人福祉施設であることである。施設職員を対象とした研究論文は数多くあるものの、
在宅介護職員を対象としたものはほとんど見当たらない。当研究で明らかにされた介護観
を参考に、在宅介護における介護観について調査することには大きな価値があると考える。
第二に、当研究が施設管理者や施設長、主任といった職務上の上司ではなく、あくまで介
護職員という設定である点である。本研究においては事業所管理者を対象と考えており、
意図している対象ではない。以上のことをふまえ、本研究において在宅介護サービスの管
理者を対象に「介護観」について明らかにしていくことを目的とすることに大きな意義が
あるものと考える。 
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第二節 介護現場におけるリーダーの特性に関する研究（影山ら 2011） 
 
第一項 研究概要 
 
当研究における問題意識の起点は、社会的ニーズが増大している介護業界における高い
離職率である。そして、その要因として、早期離職が多い現状では、介護職員として働き
始めても、自分のキャリアモデルとなるような先輩上司を見出しにくくなっていることを
挙げている。すなはち、部下や後輩の立場から「いつか自分もああなりたい、このように
働きたい」といった、自身の積極的な将来像をイメージできるリーダーの特性を明らかに
することで、長期的な視点から見て介護人材の確保・育成の一助にすることを目的として
実施された。 
調査対象は、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、特定施設（有料老人ホーム、養護
老人ホーム、ケアハウス、適合高専賃(12)）といった入所型の高齢者施設でリーダーとして
勤務する介護職員として実施された。 
調査方法は、当該施設長に対し、施設で働く介護職員のなかで施設長から見て「他の介
護職員の目標となるベテラン職員」がいる場合、調査票を本人に直接手渡してもらうよう
依頼するかたちで、質問紙法による郵送調査で実施された。この「他の介護職員の目標と
なる職員」とは、①介護職員としての経験年数が概ね 10 年以上である、②現在、ユニット
やグループ（入居者 10～20 名）のリーダー以上の役職である、③部下・後輩からの信頼が
厚い、④安心して仕事を任せられ、将来「施設を背負っていく」役割を期待している、の
４つの条件を満たす職員とした。 
調査内容は、回答者の基本属性、リーダーシップ・スタイル、リーダー志向性、フォロ
ワーシップ・スタイル、組織風土、仕事に対する部下の成熟度、自身の介護観、キャリア・
コミットメントの各項目を記載した調査項目によって構成した。分析の枠組みとしては、
はじめに各調査項目について探索的因子分析を実施し、因子構造を明らかにした上で、得
らえた因子同士の相関と考察に基づいてモデルを構成し、共分散構造分析を行うことによ
                                                   
(12) 2001（平成 13）年から 2011（平成 23）年まで施行された高齢者向け住宅制度による高齢
者専用賃貸住宅のうち、介護保険法に規定された要件を満たす施設。現在は、制度廃止とな
っており、サービス付き高齢者向け住宅として登録、あるいは有料老人ホームの届出を行っ
て事業を継続、または一般賃貸住宅に移行している。 
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りモデルの検証を行った。 
当研究における「他の介護職員の目標となる」リーダーの特性モデルについて、調査項
目の因果関係を想定し作成された仮説モデルを図表３－１に示す。 
 
図表３－１ 仮説モデル 
 
 
 
 
探索的因子分析において、各項目について以下のとおりとなった。 
「リーダーシップ・スタイル」の因子構造は、「配慮リーダーシップ・スタイル」「圧力
リーダーシップ・スタイル」「構造づくりリーダーシップ・スタイル」の３因子が抽出され
た。これは、オハイオ州立大研究(13)の「配慮」が、当研究の「配慮」に当たり、「構造づく
り」が「圧力」と「構造づくり」に分かれる結果となった。 
「リーダー志向性」の因子構造は、「リーダーとしての自負・自身」「部下・後輩の目標
となる意識」の２因子が抽出された。 
「フォロワーシップ・スタイル」の因子構造は、「組織一体化フォロワーシップ・スタイ
ル」「リフレーミングフォロワーシップ・スタイル」「独自価値フォロワーシップ・スタイ
ル」の３因子が抽出された。 
「職場風土」の因子構造は、「個性重視組織」「まとまりのない組織」「安全・慎重組織」
の３因子が抽出された。 
「部下の成熟度」の因子構造は、「仕事への積極性」「キャリア・専門性志向」の２因子
が抽出された。 
                                                   
(13) 1940 年代に米オハイオ州立大学研究グループによって提唱されたリーダーシップ行動を
定義する行動理論。「構造つくり」と「配慮」という２つの相反する行動パターンモデル。 
（論文掲載図を参考に筆者作成） 
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「介護観」の因子構造は、「考え、振り返る実践重視」「組織内のルール・規範重視」「残
存能力・機能重視」「家族の意向、安全重視」の４因子が抽出された。この因子構造は前節
でレビューした先行研究の結果とほぼ同様であった。 
「キャリア・コミットメント」の因子構造は、「キャリア・コミットメント」の１因子構
造であった。当研究におけるキャリア・コミットメント得点の平均は 35.29 点であり、こ
の結果は先行研究における一般介護職員の平均点（30.22 点）と比べて高い傾向にあること
が示された。 
 つづいて、「他の介護職の目標となる」介護職員の特性モデルについて、共分散構造分析
を用いて検討した結果、キャリア・コミットメントと６つの潜在変数からなるモデルが得
られた。最終的に得られた他の介護職員の目標となるリーダーモデルには、「部下の成熟
度」「職場風土」「介護観」に該当する潜在変数は含まれなかった。また、回答者の基本属
性（性別、年齢、経験年数、勤務先の種別、職位）との関連も認められなかった。モデル
図を図表３－２に示す。 
 
図表３－２ 他の介護職員の目標となる介護リーダーの特性 
 
 
 
 
（論文掲載図を参考に筆者作成） 
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当研究で得られたモデルによれば、リーダー志向性について、「部下や後輩にとって目標
となるような存在でありたいという意識」が高いほど、「リーダーとしての自信や自負」を
高め、これがさらに、組織や上司のために自分の能力を最大限に活かす方法を常に考えな
がら仕事をする姿勢「組織一体フォロワーシップ」を高めていた。リーダー志向性が高い
ことは、直接リーダーシップを高めるのではなく、まず、組織や上司の目的を達成しよう
とする点において特徴的であった。 
また、困難場面において、まず自分自身のものの見方や考え方の枠組みを変えてみるこ
とで、問題の解決を図ることができないかを考える姿勢「リフレーミングフォロワーシッ
プ」も、「組織一体フォロワーシップ」を高めていた。さらに、「組織一体フォロワーシッ
プ」と「リフレーミングフォロワーシップ」の両者が、組織として抱えている課題を明確
に示し、部下や後輩に仕事の仕方や枠組みを提示するなどの働きをする「構造づくりリー
ダーシップ」を高めていた。「リフレーミングフォロワーシップ」は、「構造づくりリーダ
ーシップ」を直接高めるだけでなく、「組織一体フォロワーシップ」を通じて、間接的に高
める効果も持っていた。なお、これらのフォロワーシップの「構造づくりリーダーシップ」
への効果は、他と比較するとやや低い傾向にあった。さらに、リーダーシップ・スタイル
として、「構造づくりリーダーシップ」を通じて、部下や後輩に対して心配りをし、彼らか
ら学ぶという姿勢を持ち、自分の行動や判断の理由についても彼らに説明しながら仕事を
進めていくといった「配慮リーダーシップ」が高められる構造となっていた。 
一方、当研究におけるモデルでは、「圧力型リーダーシップ・スタイル」、「独自価値型フ
ォロワーシップ」、職場の組織風土、部下の成熟度、あるいは自身の介護に対する考え方
「介護観」は、モデルの構成要素とはならなかった。 
また、「キャリア・コミットメント」は、非常に緩やかではあるが、「部下の目標となり
たい」「リーダーとしての自負・自信」「リフレーミングフォロワーシップ」「組織一体フォ
ロワーシップ」を高めており、「目標となるリーダー」の構築の関与が示唆された。 
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第二項 当研究の意義と限界 
 
当研究において特徴的なのは、リーダーは、単に「リーダー」として優れているだけで
はなく、上司・先輩のフォロワーとしても優れているのではないだろうかと考え、フォロ
ワーシップについても分析観点をもっている点である。(14)確かに、トップマネジャーでな
い限り、介護現場のリーダーの立場にある者は部下にとってはまさしくリーダーであるが、
彼の上司あるいは会社にとってはフォロワーとしての側面をほとんどの場合持ち合わせ
ているであろう。そうした点から考えれば、一人の人間が果たす二つの役割のうち、どち
らか片方だけの役割を検討するのではなく、両面から検討することは大変価値があったと
言える。 
介護現場は、同時に複数の職員が関わりあう点やセルフコントロールに困難な要介護者
を相手する点、積み重ねられた個人の価値観が反映されやすい日常生活を支援する点等か
ら、業務内容が極めて曖昧で、ある種の葛藤が起こりやすい環境である。こうした状況に
おいて仕事の方向性や課題、そのための枠組みを明確にするリーダー（構造づくりリーダ
ーシップ）は、部下や後輩にとって、仕事のしやすさに直結することが示された。また、
チームで一体となって仕事をする上で、自分の考えと違う決定がなされる場合が当然にあ
るが、そのプロセスにおいて、部下や後輩が納得感を高め、メンバー一人ひとりが尊重さ
れているという感覚を持つためには、配慮型のリーダーシップ・スタイルの構築が求めら
れるということが示された。 
一方で、自身の介護に対する考え方「介護観」が、モデルの構成要素とはならなかった。
このことは、当研究で対象としている「目標となるリーダー」がリーダーシップを発揮す
る際に、こうした意識・態度を示さない、ということを意味しているのではなく、「目標と
なるリーダーの意識構造」を形成していないということになろう。 
しかしながら、介護現場リーダーは、そのほとんどが介護職員としての経験を一定期間
有しており、リーダーとして昇格するような職員は、その間に何らかの「介護観」を持つ
                                                   
(14) リーダーシップ研究にフォロワーの視点が加わったのは、1990 年代以降である。Robert 
Kelley（1993）は、フォロワーはリーダーとともに組織の目標を達成させるため、業務に対す
る役割を批判的な思考と積極的に参与する過程であると定義している。また、Ira Chaleff
（2009）は、リーダーとフォロワー両者の関係について、その役割は固定されたものではな
く、ある状況では導き、他では従い、また別の状況では二つの役割を交互に担ったり、仲間
と平等に分担するような流動的なものであると指摘している。 
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にいたっていると考えられる。平成 28 年度介護労働実態調査結果において、介護の仕事
を辞めた理由においても、「法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満があったた
め」（18.6％）が第３位に位置しており、これは全産業比＋8.7 ポイントと突出した理由と
なっていることからも、介護職員を束ねていく管理者の「介護観」との関連性は高いもの
と推察される。前節の先行研究もふまえ「介護観」の定義を狭義のケアの方向性・考え方
だけではなく、働き方や仕事への取り組み方を含むものとしてとらえ、「介護職員が介護の
仕事に取り組む際によって立つ価値観および態度」としていることからも、これらとの関
連性を見出すことは大きな意義のあることと考える。また、当研究におけるリーダーとは、
管理者や施設長、主任といった職務上の上司ではなく、あくまで介護現場リーダーという
設定である点も、本研究が意図している対象ではない。以上のことをふまえ、本研究にお
いて在宅介護サービス管理者を対象として「介護観」とリーダーに求められる要素の関係
について明らかにしていくことを目的とすることに大きな意義があるものと考える。 
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第４章 調査の概要と結果 
 
第一節 調査概要 
 
第一項 調査目的 
 
これまでに述べてきたとおり、超高齢少子社会の進展とともに介護事業者数、介護事業
所数は増加の一途をたどっている。なかでも、地域包括ケアシステムの構築にあたって在
宅ケアを推進していく上で自宅における生活全般を支援する訪問介護事業所は欠かせな
いサービスである。さらに、その運営責任者である管理者の存在は、事業運営をより良い
かたちで推進していくためには極めて重要であると認識している。実際、公益財団法人社
会福祉振興･試験センターの平成 27 年度社会福祉士･介護福祉士就労状況調査によれば、
介護福祉士の過去働いていた職場の離職理由として、第１位「業務に関連する心身の不調」
（27.1％、待遇・労働環境）、第２位「法人・事業所の理念や運営の在り方に不満があった」
（25.7％、事業所･経営者のマネジメント）、第３位「職場の人間関係に問題があった」
（25.0％、事業所･経営者のマネジメント）等となっており、業務に関連する心身の不調や、
職場の方針、人間関係などの雇用管理のあり方がきっかけとなっており、いずれも事業所
管理者の運営管理に委ねられているところであった。 
しかしながら、研究論文や書籍等を探してみても、介護職員や介護リーダーに関するも
のはある程度存在するものの、事業所管理者に関するものは見当たらない状況であった。 
そうしたことから、今回調査研究では、訪問介護事業所管理者に焦点をあて、事業所管
理者の持つ介護観や経営管理的観点、リーダー志向性、キャリアコミットメントについて
調査し、その内容を明らかにするとともに、それらの関係について分析することを目的と
した。 
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第二項 調査対象 
 
調査対象は、介護保険制度の訪問介護サービス事業所の管理者とした。調査対象とした
訪問介護事業所は、東京都品川区、大田区、目黒区、その周辺区の一部事業所とした。品
川区および目黒区については、平成 28 年７月作成の介護サービス情報誌「ハートページ」
に掲載されていた訪問介護事業所、大田区については、平成 29 年９月７日に連携された
大田区訪問介護事業者連絡会名簿に記載されていた訪問介護事業所とし、対象数は、品川
区 59 事業所、大田区 155 事業所、目黒区 49 事業所、周辺区として港区３事業所、世田谷
区 10 事業所の計 276 事業所を対象とした。管理者については、現在管理者に就いている
者とし、過去に管理者を経験していても現在管理者でない場合は対象外とした。 
 
第三項 調査方法・研究倫理 
 
調査方法は、質問紙法による郵送調査で行った。調査票は、管理者本人が直接記入し、
封入・送付してもらうよう依頼した。調査期間は、調査票の準備の関係で、大田区では平
成 29 年 9 月 11 日～平成 29 年 9 月 30 日、品川区および目黒区では平成 29 年 9 月 21 日～
平成 29 年 10 月 15 日であった。 
調査対象者となった管理者に対して、研究の趣旨とともに調査結果は本研究の目的以外
では使用しないこと、回答は義務ではなく拒否できること、分析や公表にあたって事業所
名や回答者が特定されることはないことなどを調査票に明記し、これらに同意した場合の
み回答を依頼した。また、上述の通り、記入した調査票は、回答者自身が封入・送付して
もらう手順となっており、これらをもって回答者に強制力が働かないものと判断した。 
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第二節 調査内容 
 
 調査内容は、回答者の基本属性、自身の介護観、経営管理的観点、リーダー志向性、キ
ャリアコミットメントの各項目を記載した調査項目によって構成した。設定目的等は以下
のとおりである。なお、今回調査対象が事業所管理者としていることから、売上高や利益
といった経営管理的観点に対する質問項目を設定したが、回答者の負荷に配慮し、介護観
の質問項目に組み込むこととし、分析は分別して扱うこととした。 
 
① 「介護観」 
 
 介護観は、介護職員の「介護に対するこだわり」を測定するための指標であり、
白石ら（2010）が作成した「介護観」に関する質問項目（48 項目）を参考に、回答
者の回答負荷に配慮するため、質問形式を肯定的なかたちに改編して 49 項目の質問
（項目番号１～49）を設定した。回答形式は「１．まったく反対」「２．やや反対」
「３．どちらとも言えない」「４．やや賛成」「５．まったく賛成」の５段階評価と
した。（図表４－１） 
 
② 「介護観（経営管理的観点）」 
 
今回調査対象が事業所管理者であり、事業運営責任者であることを踏まえると、
売上や利益といった経営管理的視点が必須であるとの認識から、前項の介護に対す
るこだわりである「介護観」に加え、「業績等に対するこだわり」を測定するために、
筆者が作成し、11 項目の質問（項目番号 50～60）を設定した。回答形式は「１．ま
ったく反対」「２．やや反対」「３．どちらとも言えない」「４．やや賛成」「５．ま
ったく賛成」の５段階評価とした。 
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図表４－１ 「介護観」質問項目（60項目） 
 
V-1 ． 利用者に「寄り添う」ことがケアの基本である
V-2 ． 「その人らしい生活」の視点に立つことが、ケアを行う上で重要なことである
V-3 ． 意思疎通ができない人でも、「その人らしい生活」は成立する
V-4 ． 利用者が拒否しても、「寄り添う」ことで、関係性を構築できる
V-5 ． 手際よく業務を行うことにこだわっていては、「よいケア」はできない
V-6 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、生活能力は維持できる
V-7 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、身体能力は維持できる
V-8 ． どんな状態になっても、残存機能を生かすためのリハビリ訓練は行った方が良い
V-9 ． 利用者ができることをみつけ、引き出していくことで、生き生きとした生活ができる
V-10 ． 生活歴・習慣から継続できることをみつけることで、利用者の残存能力を維持できる
V-11 ． 意思疎通の困難な利用者も、生活歴等を把握すれば、その人の望むケアができる
V-12 ． 日頃より、利用者から最期の過ごし方の希望を聞いておき、その人の望む看取りを提供する
V-13 ． 意思疎通のできない利用者でも、働きかけによって意思を汲み取ることができる
V-14 ． 利用者の態度や表情やその変化には、すべて意味がある
V-15 ． 勘や経験ではなく、知識や技術によって、利用者の状態にあったケアが提供できる
V-16 ． 利用者のニーズを把握するためには、介護職員の感性が重要である
V-17 ． 適切なケアを考えるためには、根拠や理論は必須である
V-18 ． 現場経験があれば、適切な介護技術は習得できる
V-19 ． 家族に積極的にかかわってもらうことにより、利用者の希望に沿ったケアが提供できる
V-20 ． 日頃より、家族から利用者の最後の過ごし方や希望について話を聞いておくことにより、利用者の意向を汲んだケアが実行できる
V-21 ． 介護内容について判断に困ったときは、家族に決定してもらう
V-22 ． 利用者の意思疎通ができない場合、家族の意向を最優先にする
V-23 ． 介護事故が起こらないようにすることが重要だ
V-24 ． 病気や事故の予防のためには、利用者の生活が制限されてもやむを得ない
V-25 ． 安全確保があってこその、生活の質（ＱＯＬ）である
V-26 ． ほとんどの介護事故は防ぐことが可能であり、防ぐことを優先する
V-27 ． 利用者と接する際、自分の感情がどのように表れているかを考えて、ケアを行う
V-28 ． 利用者と接した後、自分の態度や言動が不適切だったかどうかを常に振り返る
V-29 ． 自分の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える
V-30 ． 利用者がなぜ、今、そのような行動をしたのか、常に考える
V-31 ． 利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのかを考える
V-32 ． 本・雑誌・インターネットなどから情報を得て、自分の介護と照らし合わせる
V-33 ． 特定のお年寄りに対して、特別なかかわりをもつことも、時には重要だ
V-34 ． 利用者だからといって、特別に接するのではなく、普通のお年寄りとして接する
V-35 ． 利用者と仲良くなるほうが、よいかかわりができる
V-36 ． 苦手な利用者がいるのはやむを得ない
V-37 ． 介護職員は、ケアプランに従って、そのとおりに実践する
V-38 ． 異なる介護職員であっても、利用者への対応が同様であることが好ましい
V-39 ． 利用者から個人的に教えてもらったことでも、仕事中であれば、チームで共有する
V-40 ． 職場や施設で決められたマニュアルやルールに従うことは、重要である
V-41 ． 介護の仕事はチームワークが重要であり、チーム全体の意見に従って仕事をする
V-42 ． 一部の仲間うちだけで、独自のケアのやり方を工夫するのは、慎むべきである
V-43 ． 意見が合わない職員がいた場合、その人とのかかわりは最小限にする
V-44 ． 行事は、職員全員で一緒に取り組むことが大切である
V-45 ． お互いの介護への思い・価値観を常に確認し合いながら、ケアに取り組む
V-46 ． 組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む
V-47 ． 外部の人と接するときは、自分が組織の代表であることを意識する
V-48 ． 自分が、組織のどこに位置しているかを理解することは、「よいケア」につながる
V-49 ． 自分がいなくなっても業務がとどこおらないように、日々の仕事に取り組む
V-50 ． 「よいケア」のために、売上目標の達成は大切だ
V-51 ． 「よいケア」のために、利益目標の達成は大切だ
V-52 ． 「よいケア」のために、昇給は大切だ
V-53 ． 生産性（１人あたり担当利用者数）を高めることは、「よいケア」につながる
V-54 ． 収支管理を日頃より意識している
V-55 ． 要員管理を日頃より意識している
V-56 ． 頑張っていても、売上が増えなければ、給与が低いのは当然だ
V-57 ． 頑張っていても、利用者が増えなければ、給与が低いのは当然だ
V-58 ． 介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ
V-59 ． 基準以上のスタッフ配置は、収支悪化につながる
V-60 ． 単価の高い、利益の上がる仕事をした方が良い
質問項目
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③ 「リーダー志向性」 
 
「リーダー志向性」は、リーダーとしての自分に対する自己評価と部下後輩にと
って自分がどのような存在でありたいと考えているのかを測定するものであり、影
山ら（2011）が作成した「リーダー志向性」（10 項目）を使用した。回答形式は「１．
全然そう思わない」「２．あまり思わない」「３．どちらとも言えない」「４．やや思
う」「５．いつもそう思う」の５段階評価とした。（図表４－２） 
 
図表４－２ 「リーダー志向性」質問項目（10項目） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
L-1 ． 自分はリーダーとしていろいろな良い素質を持っている
L-2 ． 自分はリーダーとして価値がある人間である
L-3 ． 自分はリーダーとしての業務をうまくこなすことができる
L-4 ． 自分はリーダーとしての自分に満足している
L-5 ． 自分はリーダーとして誇れることがある
L-6 ． 自分はリーダーの仕事にやりがいを感じている
L-7 ． 部下や後輩の目標でありたい
L-8 ． 部下や後輩に、尊敬され、頼りにされたい
L-9 ． リーダーとして存在感を持ちたい
L-10 ． 自分はリーダー・後輩としてキラキラ輝いていたい
質問項目
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④ 「キャリアコミットメント」 
 
「キャリアコミットメント」は、日本労働研究機構（2003）が作成した「キャリア・
コミットメント尺度」を基に白石ら（2011）が介護現場の現状に沿うようにワーデ
ィング等の修正を行った「キャリア・コミットメント尺度」（10 項目）を使用した。
回答形式は「１．全然そう思わない」「２．あまり思わない」「３．どちらとも言え
ない」「４．やや思う」「５．いつもそう思う」の５段階評価とした。（図表４－３） 
 
図表４－３ 「キャリアコミットメント」質問項目（10項目） 
 
 
⑤ 個人属性 
 
回答者の個人属性として、性別、年齢、管理者経験年数、最終学歴、介護実務保
有資格、介護資格取得養成機関、その他福祉関連保有資格について回答を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
C-1 ． 給料が下がっても、今の職務・専門分野で仕事がしたい
C-2 ． 今の職務・専門分野でキャリアを追求したい
C-3 ． 他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい
C-4 ． もし働かずにお金が得られても、この職務・専門分野を続けるだろう
C-5 ． この職務・専門分野が好きなので、この先も続けたい
C-6 ． 私にとってこの職務・専門分野は、ライフワークとして理想的な仕事である
C-7 ． 今の職務・専門分野に満足している
C-8 ． 今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる
C-9 ． 介護の仕事が好きなので、この先も続けたい
C-10 ． 介護の仕事を一生続けたい
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第三節 調査結果および分析結果 
 
第一項 調査票の回収 
 
276 事業所に配布し、返信があったのは 89 票であった（返信率 32.2％）。そのうち、分
析に用いる項目に欠損がある等の調査票を除いた 84 票を最終的な分析対象とした（欠損
率 5.6％、有効回答率 30.4％）。 
配布地域別の有効回答率は、品川区 44.2％、大田区 27.0％、目黒区 25.0％であった。 
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第二項 回答者の基本属性 
 
回答者の基本属性を図表４－４に示す。性別は、女性が 61.9％であった。年齢は、40 歳
代が 28.6％と最も多く、次いで 50 歳代（25.0％）、30 歳代（23.8％）がほぼ同数であった。
60 歳代以上も 19.0％を占めており、在宅介護の高齢化を反映する結果となった。また、管
理者経験年数は、5 年以上 10 年未満が 25.0％と最も多く、1 年以上 3 年未満（21.4％）、3
年以上 5 年未満（19.0％）が続いた。1 年未満も 19.0％を占めており、事業所数が増加して
いることが示されたものと思料する。介護実務保有資格では、全体の 71.4％の回答者が介
護福祉士の保有者であった。一方で、介護福祉士取得前の資格（介護職員実務者研修相当
および介護職員初任者研修相当、19.0％）や無資格者（2.4％）も存在しており、事業所事
業所の約２割は介護福祉士未取得者であった。 
 
図表４－４ 回答者の基本属性 
 
  
 
 
 
ｎ ％
男性 30 35.7
女性 52 61.9
～29歳 3 3.6
30歳代 20 23.8
40歳代 24 28.6
50歳代 21 25.0
60歳代以上 16 19.0
1年未満 16 19.0
1年以上3年未満 18 21.4
3年以上5年未満 16 19.0
5年以上10年未満 21 25.0
10年以上 13 15.5
介護福祉士 60 71.4
実務者研修相当※1 9 10.7
看護師 2 2.4
初任者研修相当※2 7 8.3
無資格 2 2.4
※1 介護職員実務者研修、介護職員基礎研修、ヘルパー1級
※2 介護職員初任者研修、ヘルパー2級
基本属性
年齢
性別
管理者経験年数
介護実務保有資格
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第三項 「介護観」の調査結果および因子構造 
 
「介護観」に関する各質問項目について、「１．まったく反対」から「５．まったく賛成」
までをそれぞれ１～５点とし、その平均値ならびに標準偏差を算出した結果を図表４－５
に示す。なお、分析には、SPSS Statistics 24.0(15)を用いた。 
 
図表４－５ 「介護観」49 項目の平均値と標準偏差 
 
 
                                                   
(15) IBM 社製の統計解析ソフトウェア 
平均値 標準偏差
V-31 ． 利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのかを考える 4.69 0.54
V-2 ． 「その人らしい生活」の視点に立つことが、ケアを行う上で重要なことである 4.67 0.52
V-46 ． 組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む 4.64 0.65
V-23 ． 介護事故が起こらないようにすることが重要だ 4.60 0.70
V-29 ． 自分の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える 4.58 0.61
V-30 ． 利用者がなぜ、今、そのような行動をしたのか、常に考える 4.57 0.65
V-49 ． 自分がいなくなっても業務がとどこおらないように、日々の仕事に取り組む 4.56 0.55
V-1 ． 利用者に「寄り添う」ことがケアの基本である 4.50 0.72
V-28 ． 利用者と接した後、自分の態度や言動が不適切だったかどうかを常に振り返る 4.48 0.69
V-9 ． 利用者ができることをみつけ、引き出していくことで、生き生きとした生活ができる 4.46 0.59
V-47 ． 外部の人と接するときは、自分が組織の代表であることを意識する 4.44 0.88
V-40 ． 職場や施設で決められたマニュアルやルールに従うことは、重要である 4.43 0.61
V-14 ． 利用者の態度や表情やその変化には、すべて意味がある 4.43 0.73
V-45 ． お互いの介護への思い・価値観を常に確認し合いながら、ケアに取り組む 4.36 0.75
V-10 ． 生活歴・習慣から継続できることをみつけることで、利用者の残存能力を維持できる 4.33 0.68
V-3 ． 意思疎通ができない人でも、「その人らしい生活」は成立する 4.27 0.83
V-42 ． 一部の仲間うちだけで、独自のケアのやり方を工夫するのは、慎むべきである 4.20 0.93
V-41 ． 介護の仕事はチームワークが重要であり、チーム全体の意見に従って仕事をする 4.19 0.77
V-38 ． 異なる介護職員であっても、利用者への対応が同様であることが好ましい 4.17 0.76
V-44 ． 行事は、職員全員で一緒に取り組むことが大切である 4.17 0.79
V-17 ． 適切なケアを考えるためには、根拠や理論は必須である 4.12 0.81
V-13 ． 意思疎通のできない利用者でも、働きかけによって意思を汲み取ることができる 4.10 0.74
V-25 ． 安全確保があってこその、生活の質（ＱＯＬ）である 3.96 0.90
V-37 ． 介護職員は、ケアプランに従って、そのとおりに実践する 3.95 0.86
V-4 ． 利用者が拒否しても、「寄り添う」ことで、関係性を構築できる 3.86 0.84
V-27 ． 利用者と接する際、自分の感情がどのように表れているかを考えて、ケアを行う 3.86 0.92
V-16 ． 利用者のニーズを把握するためには、介護職員の感性が重要である 3.86 0.79
V-20 ． 日頃より、家族から利用者の最後の過ごし方や希望について話を聞いておくことにより、利用者の意向を汲んだケアが実行できる 3.86 0.76
V-6 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、生活能力は維持できる 3.82 0.73
V-32 ． 本・雑誌・インターネットなどから情報を得て、自分の介護と照らし合わせる 3.82 0.81
V-48 ． 自分が、組織のどこに位置しているかを理解することは、「よいケア」につながる 3.79 0.91
V-12 ． 日頃より、利用者から最期の過ごし方の希望を聞いておき、その人の望む看取りを提供する 3.77 0.75
V-7 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、身体能力は維持できる 3.76 0.74
V-11 ． 意思疎通の困難な利用者も、生活歴等を把握すれば、その人の望むケアができる 3.74 0.78
V-39 ． 利用者から個人的に教えてもらったことでも、仕事中であれば、チームで共有する 3.73 0.90
V-26 ． ほとんどの介護事故は防ぐことが可能であり、防ぐことを優先する 3.70 0.92
V-36 ． 苦手な利用者がいるのはやむを得ない 3.56 0.90
V-19 ． 家族に積極的にかかわってもらうことにより、利用者の希望に沿ったケアが提供できる 3.55 0.70
V-15 ． 勘や経験ではなく、知識や技術によって、利用者の状態にあったケアが提供できる 3.48 0.78
V-8 ． どんな状態になっても、残存機能を生かすためのリハビリ訓練は行った方が良い 3.46 0.84
V-34 ． 利用者だからといって、特別に接するのではなく、普通のお年寄りとして接する 3.32 0.98
V-5 ． 手際よく業務を行うことにこだわっていては、「よいケア」はできない 3.18 0.85
V-21 ． 介護内容について判断に困ったときは、家族に決定してもらう 3.13 0.88
V-22 ． 利用者の意思疎通ができない場合、家族の意向を最優先にする 3.13 0.83
V-24 ． 病気や事故の予防のためには、利用者の生活が制限されてもやむを得ない 3.08 0.84
V-35 ． 利用者と仲良くなるほうが、よいかかわりができる 3.01 0.75
V-18 ． 現場経験があれば、適切な介護技術は習得できる 2.89 0.81
V-33 ． 特定のお年寄りに対して、特別なかかわりをもつことも、時には重要だ 2.88 0.88
V-43 ． 意見が合わない職員がいた場合、その人とのかかわりは最小限にする 1.92 0.97
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平均値の上位項目は、「V-31．利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのか
を考える」（4.69±0.54）、「V-2．その人らしい生活の視点に立つことが、ケアを行う上で重
要なことである」（4.67±0.52）、「V-46．組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む」
（4.64±0.65）、「V-23．介護事故が起こらないようにすることが重要だ」（4.60±0.70）、「V-29．
自分の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える」（4.58±0.61）であった。 
一方、下位項目は、「V-43．意見が合わない職員がいた場合、その人とのかかわりは最小
限にする」（1.92 ±0.97）、「V-33．特定のお年寄りに対して、特別なかかわりをもつことも、
時には重要だ」（2.88±0.88）、「V-18．現場経験があれば、適切な介護技術は習得できる」
（2.89±0.81）、「V-35．利用者と仲良くなるほうが、よいかかわりができる」（3.01±0.75）、
「V-24．病気や事故の予防のためには、利用者の生活が制限されてもやむを得ない」
（3.08±0.84）であった。図表４－５に示したように、天井効果、床効果がみられた項目が
あったが、いずれも「介護観」を考えるうえで重要な項目であり、全 49 項目を分析対象と
して採用した。 
続いて、これらを用いて、主因子法、スクリープロットにより因子数を決定、プロマッ
クス回転（固有値 1.00 以上）により探索的因子分析を行った。回転後の因子パターンと因
子間相関を示したものを図表４－６に示す。各項目のうち、因子負荷が 0.40 に満たなかっ
た項目を削除し、改めて因子分析を繰り返した結果、19 項目からなる６因子が抽出され、
回転前の累積寄与率は 73.90％であった。 
第１因子は、４項目で構成されており、「利用者がなぜ、今、そのような行動をしたのか、
常に考える」「利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのかを考える」「自分
の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える」「利用者と接した後、自分の態度や
言動が不適切だったかどうかを常に振り返る」で負荷量が高く、「振り返り重視」と命名し
た。 
第２因子は、３項目で構成されており、「ほとんどの介護事故は防ぐことが可能であり、
防ぐことを優先する」「安全確保があってこその、生活の質（ＱＯＬ）である」「介護事故
が起こらないようにすることが重要だ」で負荷量が高く、「安全意識」と命名した。 
第３因子は、４項目で構成されており、「自分が、組織のどこに位置しているかを理解す
ることは、『よいケア』につながる」「外部の人と接するときは、自分が組織の代表である
ことを意識する」「組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む」「異なる介護職員
であっても、利用者への対応が同様であることが好ましい」で負荷量が高く、「組織連帯感」
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と命名した。 
第４因子は、３項目で構成されており、「意思疎通の困難な利用者も、生活歴等を把握す
れば、その人の望むケアができる」「意思疎通のできない利用者でも、働きかけによって意
思を汲み取ることができる」「意思疎通ができない人でも、『その人らしい生活』は成立す
る」で負荷量が高く、「意思を汲み取る意識」と命名した。 
第５因子は、３項目で構成されており、「時間がかかっても、利用者にできることをやっ
てもらうと、生活能力は維持できる」「時間がかかっても、利用者にできることをやっても
らうと、身体能力は維持できる」「利用者の態度や表情やその変化には、すべて意味がある」
で負荷量が高く、「自立支援意識」と命名した。 
第６因子は、２項目で構成されており、「『その人らしい生活』の視点に立つことが、ケ
アを行う上で重要なことである」「利用者に“寄り添う”ことがケアの基本である」で負荷量
が高く、「寄り添う気持ち」と命名した。 
  
図表４－６ 「介護観」の因子パターンと因子間相関 
 
 
 
 
振り返り
重視
安全意識 組織連帯感
意思を汲み
取る意識
自立支援
意識
寄り添う
気持ち
V-30 ． 利用者がなぜ、今、そのような行動をしたのか、常に考える .89        .08        -.04        -.02        .02        .02        
V-31 ． 利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのかを考える .89        .04        -.23        .10        -.03        .12        
V-29 ． 自分の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える .85        .03        .24        -.04        -.12        -.12        
V-28 ． 利用者と接した後、自分の態度や言動が不適切だったかどうかを常に振り返る .61        .11        .19        .13        -.06        -.19        
V-26 ． ほとんどの介護事故は防ぐことが可能であり、防ぐことを優先する -.10        .85        .02        .18        -.04        .03        
V-25 ． 安全確保があってこその、生活の質（ＱＯＬ）である .14        .71        .05        -.04        -.01        -.09        
V-23 ． 介護事故が起こらないようにすることが重要だ .24        .69        -.02        -.17        .09        .11        
V-48 ． 自分が、組織のどこに位置しているかを理解することは、「よいケア」につながる -.15        .16        .75        .04        -.04        .02        
V-47 ． 外部の人と接するときは、自分が組織の代表であることを意識する .22        -.20        .74        .09        -.01        -.05        
V-46 ． 組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む .27        -.09        .46        -.07        .19        .16        
V-38 ． 異なる介護職員であっても、利用者への対応が同様であることが好ましい -.02        .13        .42        -.13        .10        .16        
V-11 ． 意思疎通の困難な利用者も、生活歴等を把握すれば、その人の望むケアができる -.09        .09        .15        .86        .05        -.02        
V-13 ． 意思疎通のできない利用者でも、働きかけによって意思を汲み取ることができる .11        -.01        -.08        .63        .11        -.02        
V-3 ． 意思疎通ができない人でも、「その人らしい生活」は成立する .20        -.11        -.09        .59        -.09        .19        
V-6 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、生活能力は維持できる -.07        -.01        -.03        .04        .88        -.11        
V-7 ． 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、身体能力は維持できる -.12        .07        .12        .05        .74        .03        
V-14 ． 利用者の態度や表情やその変化には、すべて意味がある .41        -.11        -.10        .02        .45        .04        
V-2 ． 「その人らしい生活」の視点に立つことが、ケアを行う上で重要なことである -.04        -.09        .20        -.03        -.07        .83        
V-1 ． 利用者に「寄り添う」ことがケアの基本である -.07        .11        -.07        .09        -.01        .76        
Ｃｒｏｎｂａｃｈα .89        .81        .76        .78        .73        .73        
因子間相関 振り返る 意識 1.00        
安全意識 .36        1.00        
組織連帯感 .47        .26        1.00        
意思を汲み 取る意識 .44        .03        .12        1.00        
自立支援 意識 .28        .03        .42        .16        1.00        
寄り添う 気持ち .32        .14        .32        .30        .25        1.00        
KMOの標本妥当性の測度＝0.78、Bartlettの球面性検定　p＜0.000
**p＜0.01,*p＜0.05
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「介護観」の６因子の下位尺度に相当する項目の平均値を算出し、「振り返り重視」下位
尺度得点（Ｍ＝4.58,ＳＤ＝0.54）、「安全意識」下位尺度得点（Ｍ＝4.09,ＳＤ＝0.72）、「組織
連帯感」下位尺度得点（Ｍ＝4.26,ＳＤ＝0.62）、「意思を汲み取る意識」下位尺度得点（Ｍ
＝4.04,ＳＤ＝0.65）、「自立支援意識」下位尺度得点（Ｍ＝4.00,ＳＤ＝0.59）、「寄り添う気持
ち」下位尺度得点（Ｍ＝4.58,ＳＤ＝0.56）とした。内的整合性を検討するために各下位尺
度の Cronbach の α係数を算出したところ，「振り返り重視」で α＝.89、「安全意識」で α
＝.81、「組織連帯感」で α＝.76、「意思を汲み取る意識」で α＝.78、「自立支援意識」で α
＝.73、「寄り添う気持ち」で α＝.73 と十分な値が得られた。 
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第四項 「介護観（経営管理的観点）」の調査結果および因子構造 
 
「介護観（経営管理的観点）」に関する各質問項目について、「１．まったく反対」から
「５．まったく賛成」までをそれぞれ１～５点とし、その平均値ならびに標準偏差を算出
した結果を図表４－７に示す。 
 
図表４－７ 「介護観（経営管理的観点）」11項目の平均値と標準偏差 
 
 
平均値の上位項目は、「V-58．介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ」（4.30±0.74）、
「V-55．要員管理を日頃より意識している」（4.20±0.67）、「V-54．収支管理を日頃より意識
している」（3.92±0.75）であった。 
一方、下位項目は、「V-60．単価の高い、利益の上がる仕事をした方が良い」（2.94±0.87）、
「V-53．生産性（１人あたり担当利用者数）を高めることは、「よいケア」につながる」
（3.04±0.80）、「V-56．頑張っていても、売上が増えなければ、給与が低いのは当然だ」
（3.08±1.01）であった。表４－７に示したように、天井効果、床効果がみられた項目があ
ったが、いずれも「介護観（経営管理的観点）」を考えるうえで重要な項目であり、全 11
項目を分析対象として採用した。 
続いて、これらを用いて、主因子法、スクリープロットにより因子数を決定、プロマッ
クス回転（固有値 1.00 以上）により因子分析を行った。回転後の因子パターンと因子間相
関を示したものを図表４－８に示す。各項目のうち、因子負荷が 0.40 に満たなかった項目
を削除し、改めて因子分析を繰り返した結果、８項目からなる３因子が抽出され、回転前
の累積寄与率は 83.30％であった。 
平均値 標準偏差
V-58 ． 介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ 4.30 0.74
V-55 ． 要員管理を日頃より意識している 4.20 0.67
V-54 ． 収支管理を日頃より意識している 3.92 0.75
V-52 ． 「よいケア」のために、昇給は大切だ 3.90 0.87
V-50 ． 「よいケア」のために、売上目標の達成は大切だ 3.67 0.95
V-51 ． 「よいケア」のために、利益目標の達成は大切だ 3.60 0.98
V-57 ． 頑張っていても、利用者が増えなければ、給与が低いのは当然だ 3.14 0.92
V-59 ． 基準以上のスタッフ配置は、収支悪化につながる 3.11 0.84
V-56 ． 頑張っていても、売上が増えなければ、給与が低いのは当然だ 3.08 1.01
V-53 ． 生産性（１人あたり担当利用者数）を高めることは、「よいケア」につながる 3.04 0.80
V-60 ． 単価の高い、利益の上がる仕事をした方が良い 2.94 0.87
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第１因子は、３項目で構成されており、「『よいケア』のために、利益目標の達成は大切
だ」「『よいケア』のために、売上目標の達成は大切だ」「『よいケア』のために、昇給は大
切だ」で負荷量が高く、「目標達成意識」と命名した。 
第２因子は、３項目で構成されており、「要員管理を日頃より意識している」「収支管理
を日頃より意識している」「介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ」で負荷量が高
く、「業務管理意識」と命名した。 
第３因子は、２項目で構成されており、「頑張っていても、売上が増えなければ、給与が
低いのは当然だ」「頑張っていても、利用者が増えなければ、給与が低いのは当然だ」で負
荷量が高く、「業績向上意識」と命名した。 
 
図表４－８ 「介護観（経営管理的観点）」の因子パターンと因子間相関 
 
 
 「介護観（経営管理的観点）」の３因子の下位尺度に相当する項目の平均値を算出し、「目
標達成意識」下位尺度得点（Ｍ＝3.72,ＳＤ＝0.89）、「業務管理意識」下位尺度得点（Ｍ＝
4.14,ＳＤ＝0.59）、「業績向上意識」下位尺度得点（Ｍ＝3.11,ＳＤ＝0.93）とした。内的整合
性を検討するために各下位尺度の Cronbach の α係数を算出したところ，「目標達成意識」
で α＝.94、「業務管理意識」で α＝.76、「業績向上意識」で α＝.92 と十分な値が得られた。 
 
 
 
 
目標達成
意識
業務管理
意識
業績向上
意識
V-51 ． 「よいケア」のために、利益目標の達成は大切だ 1.00        -.02        -.01        
V-50 ． 「よいケア」のために、売上目標の達成は大切だ .93        .02        .04        
V-52 ． 「よいケア」のために、昇給は大切だ .80        .03        -.07        
V-55 ． 要員管理を日頃より意識している -.19        .88        -.06        
V-54 ． 収支管理を日頃より意識している .15        .84        .05        
V-58 ． 介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ .17        .45        .02        
V-56 ． 頑張っていても、売上が増えなければ、給与が低いのは当然だ -.04        .04        .95        
V-57 ． 頑張っていても、利用者が増えなければ、給与が低いのは当然だ .00        -.04        .91        
Ｃｒｏｎｂａｃｈα .94        .76        .92        
因子間相関 目標達成 意識 1.00        
業務管理 意識 .33        1.00        
業績向上 意識 .03        -.11        1.00        
KMOの標本妥当性の測度＝0.66、Bartlettの球面性検定　p＜0.000
**p＜0.01
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第五項 「リーダー志向性」の調査結果および因子構造 
 
「リーダー志向性」に関する各質問項目について、「１．全然そう思わない」から「５．
いつもそう思う」までをそれぞれ１～５点とし、その平均値ならびに標準偏差を算出した
結果を図表４－９に示す。 
 
図表４－９ 「リーダー志向性」10項目の平均値と標準偏差 
 
 
平均値の上位項目は、「L-７．部下や後輩の目標でありたい」（3.79±0.99）、「L-８．部下
や後輩に、尊敬され、頼りにされたい」（3.60±0.96）、「L-６．リーダーの仕事にやりがいを
感じている」（3.58±0.81）であった。 
一方、下位項目は、「L-４．リーダーとしての自分に満足している」（2.29±0.93）、「L-２．
価値がある人間である」（2.70±0.77）、「L-３．業務をうまくこなすことができる」（2.79±0.88）
であった。図表４－９に示したように、天井効果、床効果がみられた項目もなかったため、
全 10 項目を分析対象として採用した。 
続いて、これらを用いて、主因子法、スクリープロットにより因子数を決定、プロマッ
クス回転（固有値 1.00 以上）により因子分析を行った。回転後の因子パターンと因子間相
関を示したものを図表４－10 に示す。各項目のうち、因子負荷が 0.40 に満たなかった項
目はなく、全 10 項目からなる２因子が抽出され、回転前の累積寄与率は 63.91％であった。 
第１因子は、５項目で構成されており、「価値がある人間である」「良い素質を持ってい
る」「業務をうまくこなすことができる」「リーダーとしての自分に満足している」「リーダ
ーとして誇れることがある」で負荷量が高く、「リーダーとしての自負」と命名した。 
平均値 標準偏差
L-7 ． 部下や後輩の目標でありたい 3.79 0.99
L-8 ． 部下や後輩に、尊敬され、頼りにされたい 3.60 0.96
L-6 ． リーダーの仕事にやりがいを感じている 3.58 0.81
L-9 ． リーダーとして存在感を持ちたい 3.31 1.06
L-10 ． リーダー・後輩としてキラキラ輝いていたい 3.21 0.99
L-5 ． リーダーとして誇れることがある 2.90 0.98
L-1 ． 良い素質を持っている 2.83 0.82
L-3 ． 業務をうまくこなすことができる 2.79 0.88
L-2 ． 価値がある人間である 2.70 0.77
L-4 ． リーダーとしての自分に満足している 2.29 0.93
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第２因子は、５項目で構成されており、「部下や後輩の目標でありたい」「部下や後輩に、
尊敬され、頼りにされたい」「リーダーとして存在感を持ちたい」「リーダー・後輩として
キラキラ輝いていたい」「リーダーの仕事にやりがいを感じている」で負荷量が高く、「リ
ーダーとしての欲求」と命名した。 
 
図表４－10 「リーダー志向性」の因子パターンと因子間相関 
 
 
 「リーダー志向性」の２因子の下位尺度に相当する項目の平均値を算出し、「リーダーと
しての自負」下位尺度得点（Ｍ＝2.70,ＳＤ＝0.69）、「リーダーとしての欲求」下位尺度得
点（Ｍ＝3.50,ＳＤ＝0.76）とした。内的整合性を検討するために各下位尺度の Cronbach の
α 係数を算出したところ，「リーダーとしての自負」で α＝.85、「リーダーとしての欲求」
で α＝.84 と十分な値が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
リーダー
としての自負
リーダー
としての欲求
L-2 ． 価値がある人間である .94        -.07        
L-1 ． 良い素質を持っている .87        -.09        
L-3 ． 業務をうまくこなすことができる .75        -.03        
L-4 ． リーダーとしての自分に満足している .66        .11        
L-5 ． リーダーとして誇れることがある .45        .17        
L-7 部下や後輩の目標でありたい -.13        .93        
L-8 部下や後輩に、尊敬され、頼りにされたい -.00        .82        
L-9 ． リーダーとして存在感を持ちたい .14        .73        
L-10 ． リーダー・後輩としてキラキラ輝いていたい .22        .58        
L-6 ． リーダーの仕事にやりがいを感じている -.08        .48        
Ｃｒｏｎｂａｃｈα .85        .84        
因子間相関 リーダー としての自負 1.00        
リーダー としての欲求 .38        1.00        
KMOの標本妥当性の測度＝0.76、Bartlettの球面性検定　p＜0.000
**p＜0.01
質問項目
**
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第六項 「キャリアコミットメント」の調査結果および因子構造 
 
「キャリアコミットメント」に関する各質問項目について、「１．全然そう思わない」か
ら「５．いつもそう思う」までをそれぞれ１～５点とし、その平均値ならびに標準偏差を
算出した結果を図表４－11 に示す。 
 
図表４－11 「キャリアコミットメント」10項目の平均値と標準偏差 
 
 
平均値の上位項目は、「C-９．介護の仕事が好きなので、この先も続けたい」（4.01±0.84）、
「C-５．この職務・専門分野が好きなので、この先も続けたい」（3.75±0.92）、「C-２．今の
職務・専門分野でキャリアを追求したい」（3.63±0.90）であった。 
一方、下位項目は、「C-１．給料が下がっても、今の職務・専門分野で仕事がしたい」
（3.10±1.06）、「C-３．他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい」（3.15±1.05）、
「C-８．今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる」（3.25±0.90）であった。
図表４－11 に示したように、天井効果、床効果がみられた項目もなかったため、全 10 項
目を分析対象として採用した。 
続いて、これらを用いて、主因子法、スクリープロットにより因子数を決定、プロマッ
クス回転（固有値 1.00 以上）により因子分析を行った。回転後の因子パターンと因子間相
関を示したものを図表４－12 に示す。各項目のうち、因子負荷が 0.40 に満たなかった項
目はなく、全 10 項目からなる２因子が抽出され、回転前の累積寄与率は 62.61％であった。 
第１因子は、５項目で構成されており、「今の職務・専門分野に満足している」「この職
務・専門分野が好きなので、この先も続けたい」「給料が下がっても、今の職務・専門分野
で仕事がしたい」「他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい」「介護の仕事が
平均値 標準偏差
C-9 ． 介護の仕事が好きなので、この先も続けたい 4.01 0.84
C-5 ． この職務・専門分野が好きなので、この先も続けたい 3.75 0.92
C-2 ． 今の職務・専門分野でキャリアを追求したい 3.63 0.90
C-10 ． 介護の仕事を一生続けたい 3.54 0.99
C-6 ． 私にとってこの職務・専門分野は、ライフワークとして理想的な仕事である 3.52 0.92
C-7 ． 今の職務・専門分野に満足している 3.26 0.93
C-4 ． もし働かずにお金が得られても、この職務・専門分野を続けるだろう 3.26 1.16
C-8 ． 今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる 3.25 0.90
C-3 ． 他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい 3.15 1.05
C-1 ． 給料が下がっても、今の職務・専門分野で仕事がしたい 3.10 1.06
質問項目
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好きなので、この先も続けたい」で負荷量が高く、「キャリアコミットメント」と命名した。 
第２因子は、５項目で構成されており、「今の職務・専門分野でキャリアを追求したい」
「今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる」「介護の仕事を一生続けたい」
「もし働かずにお金が得られても、この職務・専門分野を続けるだろう」「私にとってこの
職務・専門分野は、ライフワークとして理想的な仕事である」で負荷量が高く、「専門志向
性」と命名した。 
 
図表４－12 「キャリアコミットメント」の因子パターンと因子間相関 
 
 
 「キャリアコミットメント」の２因子の下位尺度に相当する項目の平均値を算出し、「キ
ャリアコミットメント」下位尺度得点（Ｍ＝3.45,ＳＤ＝0.74）、「専門志向性」下位尺度得
点（Ｍ＝3.44,ＳＤ＝0.75）とした。内的整合性を検討するために各下位尺度の Cronbach の
α係数を算出したところ，「キャリアコミットメント」で α＝.83、「専門志向性」で α＝.83
と十分な値が得られた。 
 
 
 
 
 
キャリア
コミットメント
専門志向性
C-7 ． 今の職務・専門分野に満足している .81        -.07        
C-5 ． この職務・専門分野が好きなので、この先も続けたい .79        .11        
C-1 ． 給料が下がっても、今の職務・専門分野で仕事がしたい .73        -.23        
C-3 ． 他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい .69        .03        
C-9 ． 介護の仕事が好きなので、この先も続けたい .42        .34        
C-2 今の職務・専門分野でキャリアを追求したい -.13        .86        
C-8 今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる -.24        .80        
C-10 ． 介護の仕事を一生続けたい .17        .54        
C-4 ． もし働かずにお金が得られても、この職務・専門分野を続けるだろう .33        .50        
C-6 ． 私にとってこの職務・専門分野は、ライフワークとして理想的な仕事である .33        .49        
Ｃｒｏｎｂａｃｈα .83        .83        
因子間相関 キャリア コミットメント 1.00        
専門志向性 .67        1.00        
KMOの標本妥当性の測度＝0.88、Bartlettの球面性検定　p＜0.000
**p＜0.01
質問項目
**
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第七項 各因子の重回帰分析 
 
 前項までに抽出された各因子すべてをそれぞれ従属変数とし、変数投入は強制投入法と
してその他のすべての因子を独立変数とする重回帰分析を行った。 
さらに、訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係について検討するため、
決定係数（Ｒ²）が 0.1％水準で有意な値であるとともに、標準偏回帰係数（β）が５％水準
以下で有意となるような独立変数を抽出するよう、繰り返し重回帰分析を行った。分析に
際し、いずれの因子においてもＶＩＦ値は１点台であり、多重共線性の問題は認められな
かった。 
 その結果、「振り返り重視」「組織連帯感」「目標達成意識」「業務管理意識」「リーダーと
しての欲求」「専門志向性」をそれぞれ従属変数として以下の結果を得るにいたった。なお、
「寄り添う気持ち」「業績向上意識」については、従属変数、独立変数いずれにおいても有
意な結果を得ることはなかった。 
 
① 振り返り重視 
重回帰分析の結果を図表４－13 に示す。決定係数（Ｒ²）は.35 であり、0.1％水準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「安全意識」「意思を汲み取る意識」
において 0.1％水準で、「自立支援意識」は５％水準でそれぞれ有意であった。 
 
表４－13 「振り返り重視」（従属変数）の重回帰分析結果 
 
 
 
 
 
 B SE B β
独立変数
安全意識 0.25        0.07        .34        
意思を汲み取る意識 0.33        0.08        .40        
自立支援意識 0.19        0.08        .21        
R² .35        
従属変数：振り返り重視
*p＜.05,**p＜.01,***p＜.001
***
***
*
***
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② 組織連帯感 
重回帰分析の結果を図表４－14 に示す。決定係数（Ｒ²）は.38 であり、0.1％水準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「自立支援意識」において 0.1％水準
で、「振り返り重視」において１％水準で、「リーダーとしての欲求」「キャリアコミ
ットメント」においては５％水準でそれぞれ有意であった。なお、「キャリアコミッ
トメント」については、負の影響となった。 
 
図表４－14 「組織連帯感」（従属変数）の重回帰分析結果 
 
 
③ 目標達成意識 
重回帰分析の結果を図表４－15 に示す。決定係数（Ｒ²）は.19 であり、0.1％水 準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「組織連帯感」において１％水準で、
「業務管理意識」において５％水準で有意であった。 
 
図表４－15 「目標達成意識」（従属変数）の重回帰分析結果 
 
 
 
 
 B SE B β
独立変数
振り返り重視 0.37        0.11        .32        
自立支援意識 0.33        0.10        .32        
リーダーとしての欲求 0.20        0.08        .24        
キャリアコミットメント -0.16        0.08        -.19        
R² .38        
従属変数：組織連帯感
*p＜.05,**p＜.01,***p＜.001
***
***
**
*
*
 B SE B β
独立変数
組織連帯感 0.44        0.15        .31        
業務管理意識 0.36        0.15        .24        
R² .19        
従属変数：目標達成意識
*p＜.05,**p＜.01,***p＜.001
***
**
*
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④ 業務管理意識 
重回帰分析の結果を図表４－16 に示す。決定係数（Ｒ²）は.23 であり、0.1％水 準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「振り返り重視」において 0.1％水準
で、「専門志向性」において１％水準で有意であった。 
 
図表４－16 「業務管理意識」（従属変数）の重回帰分析結果 
 
 
⑤ リーダーとしての欲求 
重回帰分析の結果を図表４－17 に示す。決定係数（Ｒ²）は.26 であり、0.1％水 準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「リーダーとしての自負」において
0.1％水準で、「専門志向性」において１％水準で有意であった。 
 
図表４－17 「リーダーとしての欲求」（従属変数）の重回帰分析結果 
    
 
 
 
 
 
 
 
 B SE B β
独立変数
振り返り重視 0.38        0.11        .35        
専門志向性 0.23        0.08        .29        
R² .23        
従属変数：業務管理意識
**p＜.01,***p＜.001
***
***
**
 B SE B β
独立変数
リーダーとしての自負 0.31        0.11        .28        
専門志向性 0.35        0.10        .35        
R² .26        
従属変数：リーダーとしての欲求
**p＜.01,***p＜.001
***
***
**
79 
⑥ 専門志向性 
重回帰分析の結果を図表４－18 に示す。決定係数（Ｒ²）は.50 であり、0.1％水準
で有意な値であった。標準偏回帰係数（β）は、「キャリアコミットメント」において
0.1％水準で、「リーダーとしての欲求」においては１％水準でそれぞれ有意で あっ
た。 
 
表４－18 「専門志向性」（従属変数）の重回帰分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 B SE B β
独立変数
リーダーとしての欲求 0.25        0.08        .25        
キャリアコミットメント 0.60        0.08        .59        
R² .50        
従属変数：専門志向性
**p＜.01,***p＜.001
***
**
***
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第八項 共分散構造分析 
～訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係モデル 
 
最後に、これまでの探索的因子分析および重回帰分析をふまえ、訪問介護事業所管理者
の介護観とリーダーの自覚の関係モデルについて検討するとともにモデル適合度を図る
ために、SPSS Amos 25.0(16)を用いて共分散構造分析を実施した。 
前項の重回帰分析において抽出された分析結果をもとにモデルを構築し、内容的妥当性
を確認しつつ、パスの推定値の確率と修正指数を基準としてモデル適合度の改善を繰り返
した。最終的に、モデル適合度が許容範囲であり、かつ、内容的妥当性もあるモデルの中
で、最もモデル適合度が高いモデルを採用した。その結果、「キャリアコミットメント」「安
全意識」「自立支援意識」と８つの潜在変数からなるモデルを得た。採用モデルの適合度指
標を図表４－19、モデル図を図表４－20 に示す。 
本モデルの適合度を表す各指標の値は、GFI＝.908、AGFI＝.856、RMSEA＝.024 であっ
た。豊田（2007）は、パス図の適合度指標である GFI、CFI、RMSEA が、GFI、CFI は 0.90
～0.95 以下であり、RMSEA は 0.1 以下でなければ、適合度の良いモデルとは判断しない
としていることから、本モデルは一定の水準にあるものと判断した。 
最終的に得られた訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係モデルには、
「寄り添う気持ち」「業績向上意識」は含まれなかった。 
 
図表４－19 モデル適合度指標 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
(16) IBM 社製の構造方程式モデリングソフトウェア 
CMIN df p GFI AGFI RMSEA AIC
モデル 52.352 50 .383 .908 .856 .024 108.352
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図４－20 訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係モデル 
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第５章 考察 
 
本章では、前章で得られた分析結果を考察していく。考察にあたって、改めて分析の背
景について振り返る。その上で、探索的因子分析より抽出された因子パターンについて、
先行研究もふまえながら述べていく。さらに、そこから導き出された因果モデルについて、
現場における状況もふまえ、考察していくこととする。 
 
第一節 分析の背景 
 
今回の分析目的は、「訪問介護事業所管理者の介護観とリーダーの自覚の関係」について
調査することであった。第２章で述べたとおり、介護保険制度が施行されて以降、介護事
業所は、高齢化の伸展とともに増加の一途をたどっている。今後とも増加し続けていくこ
とは明白であり、そのためには事業所管理者も同様に増加していくこととなろう。一方で、
介護職員の離職については、下げ止まった状況で他産業よりも高い状態が続いている。さ
らに、その理由の上位には、「職場の人間関係に問題があったため」「法人や施設・事業所
の理念や運営のあり方に不満があったため」といったマネジメントに関わる理由が挙げら
れていた。さらにそれを裏付けるように、多くの管理者が「チーム内の介護職の方向性を
統合できる能力」を必要と認識しつつも、「十分に発揮できている」との回答は低位である
実態が報告されている。こうしたなか、介護職員の介護技術の向上のみならず、それらを
率いる管理職者の育成・能力向上を図ることは極めて重要であり、その点については厚生
労働省においても言及されたところである。 
一方、これまで事業所管理者を対象とした先行研究は大変少なく、まして在宅介護事業
所を対象としたものはほとんどない状況で、その多くが施設介護職員を対象としたもので
あった。 
こうしたことから、本研究では「訪問介護事業所管理者」を対象とすることとし、事業
所管理者の「介護観」について明らかにするとともに、「経営管理的観点」や「リーダー志
向性」といった事業所運営を積極的に推進していくことを促進するであろうリーダーとし
ての自覚との関係について何らかの示唆をみつけることに強い目的意識をもって取り組
むこととした。 
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第二節 因子分析結果の考察 
 
第一項 「介護観」について 
 
探索的因子分析の結果、19 項目からなる６因子「振り返り重視」「安全意識」「組織連帯
感」「意思を汲み取る意識」「自立支援意識」「寄り添う気持ち」が抽出された。これは、先
行研究で抽出された４因子構造と異なる結果となった。 
 「振り返り重視」は、先行研究における「考え、振り返る実践重視」とほとんど同様の
項目であったため、同義であると考えられ、施設介護であれ在宅介護であれ、改めて介護
実務において「振り返る」ことの重要性を示す結果となった。 
 「安全意識」は、本研究において「家族の意向」を示す項目の因子負荷が低かったこと
から削除されており、先行研究における「家族の意向・安全重視」と一部重なるものの異
なる結果となった。在宅介護では、基本的に介護する場所は本人の自宅であり、本人の意
向が最大限に反映しやすい環境である。一方、施設においては、その選択や入所に際して
利用者本人だけではなく家族の意向が大いに反映されることが想定される。こうしたこと
から、「家族の意向」において異なる結果となったことは、在宅介護においては、施設以上
に利用者本人の意向を考慮している可能性を示唆すると言えるのではないだろうか。とは
言え、もっとも最近は世帯の分離が進んでおり、独居高齢者が増えていることもあるため、
そのような場合は、逆に、かつてよりも家族の意向を意識しなくなった可能性も否定でき
ないため、一概には言いきれない面もあり、この点については今後一層深堀していくこと
が必要である。 
「組織連帯感」は、先行研究における「組織内のルール・規範重視」と一部の項目で重
複していたことから、同義であると考えられ、施設介護であれ在宅介護であれ、改めて介
護実務において「チームケア」の重要性を示す結果となった。ただし、「自分が、組織のど
こに位置しているかを理解することは、『よいケア』につながる」「外部の人と接するとき
は、自分が組織の代表であることを意識する」といった項目において負荷量が高かったこ
とは特徴的であった。ケアカンファレンスやケア実務を例に考えると、施設内職員でほと
んど済む施設介護と比べ、在宅介護においては他法人の職員も交えて実施したり、同じ利
用者にいくつかの法人からサービス提供したりしているため、在宅介護おける就業環境が
施設と比べ対外的であることが反映されたものと思料する。 
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「意思を汲み取る意識」「自立支援意識」は、先行研究における「残存能力・機能重視」
と一部の項目で重複しており、他項目においても言葉のとらえ方によっては同様に判断す
ることができるため、同義であると考えられ、施設介護、在宅介護ともに改めて介護にお
ける「自立支援」の重要性を示す結果となった。ここで注目すべきは、本研究において２
因子に分かれたことである。この点を解釈するのは容易ではないが、「意思を汲み取る意
識」が利用者の気持ちや思いを汲み取ることであり、「自立支援意識」は利用者の実際の行
動をともなったことであることから、在宅介護においては施設に比べ一緒にいる時間は短
いものの、その時間内におけるやりとりは施設に比べて１対１となることで密に持つこと
ができていることを示唆しているのではないだろうか。実際、施設介護から在宅介護に転
職する理由に「もう少し利用者との接点を密にしたい」「私のやりたい介護は、施設での機
械的、作業的な仕事ではない」といったケースが多いことは、そうした実態を表したもの
と考えられる。 
最後に「寄り添う気持ち」は、「尊厳」に関わる因子である。第３章でも述べたとおり、
先行研究において抽出されなかった因子であり、今回抽出されたことは重要なことである。
抽出有無の相違について簡単に述べられるものではないが、在宅介護が利用者本人の自宅
で行われるため、施設と比べて比較的利用者意向を考慮することができる環境であること
やサービス時間内における接点が密にとれることを示唆している可能性があるのではな
いだろうか。もちろん言い切れることではないが、そのような可能性があるとすれば在宅
介護の価値というものが見出されたことになる。 
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第二項 「介護観（経営管理的観点）」について 
 
介護事業管理者層に対する先行研究等においても、経営管理的な観点を問うものはほと
んど見当たらないことから、当該項目の調査結果は大変興味深いものであったが、結果と
して、８項目からなる３因子「目標達成意識」「業務管理意識」「業績向上意識」が抽出さ
れた。 
「業務管理」を適切に実施し、「業績向上」を図り、「目標達成」していくことは、一般
的には事業所管理者であれば当然のことであるが、介護事業所管理者においても同様であ
ることが示唆された。本研究は日頃より事業運営に勤しんでいる事業所管理者を対象とし
ており、事業性を担保できなければ事業運営は継続できなくなることをある程度理解して
いるわけであるから、この結果は当然ともいえる。しかしながら、かつてよりは減少して
きているとは言え、福祉サービス事業においては、いまだに「売上」や「利益」といった
経営管理上当然に使用する言葉に対する抵抗感を感じる者がいるのが特徴である。今回調
査結果でも、「目標達成意識」得点の平均値が 3.72、「業務管理意識」得点の平均値が 4.14、
「業績向上意識」得点が 3.11 となっており、「業務管理」得点が突出して高く、「業績」得
点は低い結果となっており、管理者層においてもそういった状況であることがうかがえた。 
 また、本研究においては、「生産性（１人あたり担当利用者数）を高めることは、『よい
ケア』につながる」「単価の高い、利益の上がる仕事をした方が良い」といった「生産性」
に関する項目が因子として抽出されなかった。「生産性」については、訪問介護において
2015 年の介護保険制度改正時に人員配置に関する基準の緩和(17)が実施され実質的な生産
性向上策が図られたほか、政府も「経済財政運営と改革の基本方針 2017」(18)において「実
際に生産性向上に取り組む地域の中小企業、サービス業に対する支援を図る」とするなど、
今後の一層の社会保障財政の逼迫や生産年齢人口の減少をふまえ、事業者の生産性向上が
強く図られているところである。今回は質問項目が少なかったことでこのような結果にな
った可能性も否定できないが、一方で、介護事業者がまだまだ生産効率に対して強い認識
を持つにいたっていないことを示唆しているともいえるのではないだろうか。「生産性」に
                                                   
(17) 厚生労働省：平成 27 年度介護報酬改定の骨子：2015 
通常「利用者 40 人に対して１人以上」としているサービス提供責任者の配置に関し、常勤の
サービス提供責任者が３人以上、利用者情報の共有などの業務効率化が図られている等の要
件を満たした場合に配置基準を「利用者 50 人に対して１人以上」に緩和された 
(18) 平成 29 年 6 月 9 日閣議決定 
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ついては、事業所管理者にとって重要な観点であることには変わりないことから、今後の
課題として認識していくことが望ましい。 
 
第三項 「リーダー志向性」について 
 
探索的因子分析の結果、10 項目からなる２因子「リーダーとしての自負」「リーダーと
しての欲求」が抽出された。これは、先行研究で抽出された１因子構造と異なる結果とな
った。 
「リーダーとしての自負」「リーダーとしての欲求」は、先行研究における「リーダーと
しての自負・自信」「部下・後輩の目標」とほとんど同様の項目であったため、同義である
と考えられ、介護リーダーであれ事業所管理者であれ、リーダー志向性における要素は同
様であることを示す結果となった。 
 
第四項 「キャリアコミットメント」について 
 
探索的因子分析の結果、10 項目からなる２因子「キャリアコミットメント」「専門志向
性」が抽出された。これは、先行研究で抽出された１因子構造と異なる結果となった。 
ここで興味深いのは、「キャリアコミットメント」「専門志向性」と２因子となったこと
である。これは何を意味しているのだろうか。日本労働研究機構（2003）はキャリアコミ
ットメントを「自分の専門分野や職業キャリアに対する関心や思い入れの強さ」と定義し
ている。職業キャリアと専門分野に分けて考えた場合、因子が２因子抽出されたことに対
する説得力はあるように思われる。すなわち、介護の仕事に対する「キャリアコミットメ
ント」と在宅介護サービスにおけるケアマネジャーやサービス提供責任者、介護職といっ
た専門職に対する「専門志向性」である。今や在宅介護サービスにおいても様々な専門職
が協働・連携し、その専門性も幅広くなってきていることがこのような結果につながって
いるのではないだろうか。もっとも、回答者数が少ない影響による偶然の結果であった可
能性も否定できないが、しかしながら、これは、介護分野のステータスが低いと言われる
なかにおいても、専門職として確実に分化、専門化していきていることの一端を示唆して
いるのではないだろうかと思われる。 
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なお、本研究における「キャリアコミットメント」「専門志向性」の合計得点の平均は
34.47 点であり、この結果は先行研究における一般介護職員の平均点（30.22 点）と比べて
高い傾向にあったが、施設長より選ばれた介護リーダ （ー35.29 点）と比べ低い傾向にあっ
た。 
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第三節 重回帰分析および共分散構造分析結果～訪問介護事業所管理者の介護観
とリーダーの自覚の関係モデル～の考察 
 
第一項 「目標達成意識」について 
 
今回得られたモデルによれば、売上目標や利益目標を達成しようとする「目標達成意識」
を高めるためには、２つのルートが確認された。 
１つは、組織の一員であることや自分自身がその組織の代表であること、あるいは役割
を明確に意識して仕事に取り組む「組織連帯感」を高めることであった。介護において重
要なチームケアを推進していくことが改めて重要であることが明らかになった。 
もう１つは、「組織連帯感」よりは緩やかながら、事業所管理者として重要な運営基準や
人員基準の遵守、会計管理といった管理業務の職責を全うしようとする「業務管理意識」
を高めることであった。チームをまとめていくこととは別に、運営業務をしっかりと管理
していく意識を高めていくことが目標達成意欲を高めることにつながる点は、売上に直結
する介護報酬においてサービスごとに一定の運営内容に応じた加算・減算(19)が設定されて
いることが影響していると考えられる。これは、運営基準や人員基準に対する正確な知識
を身につけ、管理意識を高めていく、介護サービスが公的制度サービスであるがゆえの高
い倫理観と法令遵守、管理意識が求められていことを示唆している。 
 
第二項 「組織連帯感」について 
 
「目標達成意識」を高める要素となっていた「組織連帯感」を高めるためには、３つの
ルートが確認された。 
１点目は、利用者の残存機能の向上、維持を図ることで心身における自立した生活を目
指していく「自立支援意識」を高めることであった。利用者の日々の生活を通じて「自立
支援」を図ることは一過性の取り組みではなく、また、一人の介護職員で成し遂げていく
ことは現実的に不可能である。介護職員個々の目標設定とは別に、利用者に対する短期的、
                                                   
(19) 訪問介護における加算として、「特定事業所加算」「緊急時訪問介護加算」「初回加算」「生
活機能向上連携加算」などがある。一方で、「介護職員初任者研修課程修了者がサービス提供
責任者の場合の減算」「集合住宅減算」などの減算項目がある。 
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長期的な目標をチームとして共有し、取り組んでいくことの意義が示された。 
２点目は、サービスを通じて得られた利用者の様子や言動、管理者自身の態度や言動、
ケアのあり方について継続的に振り返り、改善点について考えていく「振り返り重視」を
高めることであった。そもそも介護保険制度におけるサービスを展開していくためには、
介護支援専門員（ケアマネジャー）による居宅介護サービス計画書（ケアプラン）の作成
が必須であり(20)、訪問介護事業所においては、ケアプランに沿った訪問介護計画を作成し、
それに基づき実施されることが求められており(21)、より良いケアを実践していくためには
利用者に対する目標共有、適切な状況把握、状況に応じた変更が随時必要である。このこ
とから、当該結果は、チームとして振り返りを実施していくことの意義に加え、より適切
な振り返りを実施していくことができれば、組織の一体感醸成に効果的につながっていく
ことを示唆している。 
 ３点目に、上記２点とは緩やかな影響であったが、リーダーとしての職務にやりがいを
持ち、部下や後輩に頼りにされる存在でありたいという意識である「リーダーとしての欲
求」を高めることであった。この点については、柴田ら（2003）が「個人の職業意識や態
度は管理職の方針に影響を受けることが指摘された。管理者の姿勢や方針一つで、スタッ
フの相互協力的な姿勢が変わる」として管理者の意識や態度が連携・協働活動に影響を与
えていると報告していることともつながるものである。管理者が存在感を示したいとの意
識が高まる結果として、その行動が管理者として重要な職責であるチームマネジメントに
つながることを意味しているのではないかと考えられる。 
一方、「キャリアコミットメント」との間には緩やかながら負の影響があることが確認さ
れた。この点については、「キャリアコミットメント」の項にて後述する。 
 
 
 
 
 
                                                   
(20) 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 38 号）
指定居宅介護支援の具体的取扱方針（第 13 条） 
(21) 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37
号）第２章 訪問介護 第４節 運営に関する基準（第８条―第 39 条）   
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第三項 「業務管理意識」について 
 
「目標達成意識」を高めるもう一つの要素となっていた「業務管理意識」を高めるため
には、２つのルートが確認された。 
１つは、「組織連帯感」を高める要素ともなっていた「振り返り重視」を高めることであ
った。これは、前項で述べた、介護保険制度におけるサービス展開過程（プロセス）を確
実に進めていくことが「業務管理意識」を高め、さらにその結果として「目標達成意識」
を高めていく構造となっていること意味している。そして、当該フローは、事業活動にお
ける生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つである PDCA サイク
ル（計画→実行→評価→改善）(22)の効果的運用が介護事業においても有効であることを示
唆した結果と言えるであろう。 
もう１つは、ケアマネジャーやサービス提供責任者などの介護専門職の意識である「専
門志向性」を高めることであった。前項でも述べたように、ケアマネジャーやサービス提
供責任者といった管理業務をともなう介護専門職には、介護保険制度におけるサービスを
実施していく上で、様々に基準が定められており、それらを基に業務を展開していく必要
がある。専門職としての意識が高まることが業務管理に対する意識を高めることにつなが
っているのは、このような制度的要素が影響しているものと推察される。逆に言えば、制
度的観点における知識を身につけることが専門志向性を高めることにつながるともいえ、
比較的実践的観点を重視しがちな介護現場において制度的観点を習得させていくことの
重要性を示しているのではないだろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                                   
(22) 1950 年、アメリアの William Edwards Deming によって提唱された 
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第四項 「振り返り重視」について 
 
「組織連帯感」および「業務管理意識」を高める要素となっていた「振り返り重視」を
高めるためには、３つのルートが確認された。 
１つ目は、「自立支援意識」を高めることであった。「自立支援意識」は「組織連帯感」
を直接的に高めるだけではなく、「振り返り重視」に対しても正の影響を与えていた。第二
項でも述べたように、「自立支援」は一時的な取り組みではない。このことは、「自立支援」
にこだわって取り組んでいくことが、継続的に振り返ることを促進することにつながるこ
とを示しており、「自立支援意識」を高めることが利用者にとっての効用だけではなく、介
護専門職にとっても有用であることを意味している。 
２つ目に、意思疎通の難しい利用者に対してもその意思を汲み取ろうと努力をすること
で本人の望む生活を叶えようとする「意思を汲み取る意識」を高めることであった。この
結果は、意思疎通が困難である状態ということは、本人から直接的に判断を仰ぐことが難
しく、より良いケアを展開していくためには、あくまで介護する側自身の主観的な認知情
報を振り返る必要があることを意味している。見方を変えれば、例えば重度の認知症であ
る場合などで介護職にとって対応が容易でない、いわゆる「困難なケース」に対して積極
的に取り組んでいく姿勢を持つことが、振り返る意識を高め、さらにはチームの一体感醸
成、目標達成意欲につながるということを示唆しているのではないだろうか。 
 ３つ目に、利用者の安全確保や介護事故の防止を重視する「安全意識」を高めることで
あった。介護現場においては、日々想定しえない様々なことが起こる。そうした状況のな
か安全確保や事故防止を徹底するために、リスクマネジメントの一例として、発生した事
故の事後報告書はもちろん、重大事故には至らないものの直結してもおかしくない一歩手
前のヒヤリハット報告書等による共有やケースカンファレンスを実施することがあるが、
金（2015）が「一過性の活動ではなく、効果検証と評価によった巡回的な性格を持たなけ
ればならない」と述べているように、より実効性あるものとするためには、継続的な「振
り返り」を実施していく意識が重要であることが示唆された。 
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第五項 「リーダーとしての欲求」について 
 
「組織連帯感」を高める要素となっていた「リーダーとしての欲求」を高めるためには、
２つのルートが確認された。 
１つ目は、リーダーとしての自信と誇りを持つことで醸成される「リーダーとしての自
負」を高めることであった。ここで興味深いのは、「リーダーとしての欲求」と「リーダー
としての自負」の関係が、先行研究での「部下や後輩にとって目標となるような存在であ
りたいという意識」が高いほど、「リーダーとしての自信や自負」を高めるという結果とは
逆であったことである。また、「リーダーとしての自負」「リーダーとしての欲求」の合計
得点の平均をみると、それぞれ、13.51 点、17.49 点となっており、管理者のリーダーとし
ての自信が低い状況がみてとれる。この点については、介護職員としての能力が認められ
て管理者となったものの、管理者として必要なスキルが十分ではなく自信を持てていない
ことを表しているのではないだろうか。リーダーとしての欲求を高め組織一体感を高めて
いくためにも、第２章第三節第四項でもふれたように、リーダーとしての自負を高めてい
けるような、研修をはじめとしたアプローチが必要であることが改めて認識できる結果で
ある。 
もう１つ目は、「専門志向性」を高めることであった。「専門志向性」は「業務管理意識」
を高めるだけではなく、「リーダーとしての欲求」に対しても正の影響を与えていた。ケア
マネジャーやサービス提供責任者といった管理業務をともなう介護専門職において制度
的観点が重要であることは第三項でも述べたが、管理者であればなおさらにその要素は強
まるものと考えられる。その結果として、制度的知識を高めていくことが、リーダーとし
ての欲求を高めていくことにつながることが示唆された。 
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第六項 「キャリアコミットメント」について 
 
最後に、「キャリアコミットメント」について述べておく。 
介護の仕事に対する関心や思い入れの強さを表す「キャリアコミットメント」は、モデ
ルの中で、「専門志向性」を高めるとともに、それよりは緩やかながら、「意思を汲み取る
意識」「リーダーとしての自負」を高めており、管理者が介護観やリーダー志向性を高めな
がら、経営管理的観点を高めていくことに対して関与することが示唆されている。 
一方で、さほど強くはないものの直接的には「組織連帯感」を引き下げる負の影響も確
認されたことは注視すべき点ではないだろうか。これは、介護の仕事にこだわりを持てば
持つほど、その組織の一員である必要性がなくなる可能性を示唆している。この点につい
ては、第２章でふれた、介護事業所の増加および介護業界の人材不足が大きく影響してい
るのではないかと推察する。言い方を変えれば、多くの事業所が人材不足になっているな
かで、容易に転職先を見つけられるようになっているということではないだろうか。まし
て、業界においてやりたいことを明確に持っているような、コミットメントの高い人材で
あればなおさらに引く手あまたという状況は想像できることである。とは言え、先に述べ
たように「振り返り重視」や「リーダーとしての欲求」は「組織連帯感」を高める要素と
なっていた。すなはち、「意思を汲み取る意識」を通じて「振り返り重視」を、「リーダー
としての自負」や「専門志向性」を通じて「リーダーとしての欲求」をそれぞれ高めるこ
とができれば、「キャリアコミットメント」は「組織連帯感」を高める要素にもなりうると
いうことである。このことから、管理者に対して、日頃より専門性を高め、振り返りを重
視するような業務運営を心がけていくよう促していくことが大変重要であると言えよう。 
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第七項 その他 
 
今回採択したモデルでは、「寄り添う気持ち」「業績向上意識」が、モデルを構成してい
なかった。このことは、管理者が介護観やリーダー志向性を高めながら、経営管理的観点
を高めていく際に、こうした意識・態度が必要ない、ということを意味しているわけでは
ない。介護サービスを提供する上で、利用者に「寄り添う気持ち」は当然に大切なことで
あるし、「業績向上意識」を持つことは、管理者として事業所の発展や従業員の処遇向上を
図るうえで大事なことである。よって、あくまで今モデルで示された「目標達成への意識
構造」を強化することにはならないということであり、別に発揮されることはありうると
いうことである。 
とは言え、この点において、特に「業績向上意識」がモデル対象とならなかった点につ
いては、毎月の管理者の集合会議などで売上高や目標達成率を掲載した業績資料を提供し、
そうした視点を強化しようとしている事業者にとっては大いに考えさせされる結果であ
った。「業績向上意識」よりも「組織連帯感」や「業務管理意識」をどのようにして高めて
いくかといった視点を強化することがより効果的とする本研究の結果は、今後の会議等の
業務運営方法のあり方に対しても改めて検討する必要性を投げかけている。 
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第６章 おわりに 
 
第一節 本研究の限界 
 
本研究は、訪問介護事業所管理者における「介護観」、ならびに管理者として求められる
自覚である「経営管理的観点」や「リーダー志向性」との関係を明らかにした点において
いくつかの示唆を与えるものである。しかしながら、例えば、「介護観」がテキスト等で明
確に定義づけされているものではないこと等をふまえると、質問項目の言葉や用語の使い
方が、回答結果に影響した可能性もあり、本研究結果だけでは、一概に結論づけることは
困難である。 
 また、本研究の調査対象を事業所管理者としていることから、管下である訪問介護員の
介護観等について明らかにしたものではない。よって、管理者に対するアプローチにおい
て何らかの示唆を生むものであるが、それだけで管理者が適切に組織運営できるものでは
ないことに留意する必要がある。さらに、評価の高い事業所管理者を選定したものではな
いため、事業所管理者がさらに経営層として飛躍していくための道筋をつけたものではな
い点にも留意しておく必要がある。そのためには、今後、統括管理者や訪問介護員等にも
調査対象を広げ、事業所管理者との関係について別に調査を実施していくことが求められ
る。 
そして、本研究は、事前依頼を行わずに郵送で調査したものであり、本調査の回収率
（32.2％）においては、決して低くない結果であったものの、調査対象を東京都城南エリ
ア３区（品川区、大田区、目黒区）の訪問介護事業所管理者としていることから、極めて
限定的であり、直ちに一般化することは難しい。さらに、調査対象数が少なかったことか
ら、回答者属性をふまえた詳細な分析にいたっていない。介護実務の従事年数や管理者経
験年数、保有資格等のキャリアごとの観点からも検討することができれば、さらに深い分
析につながった可能性がある。 
 以上、本研究の限界および課題を踏まえ、今後は、さらに調査対象を広げ、引き続き「介
護観」にかかわる内容分析や、「介護観」と管理者のリーダーとしてのあり方の関係につい
て分析を行っていきたい。 
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第二節 実務的応用可能性 
 
以上の限界を持ちつつも、本研究において、これまでほとんど明らかにされてこなかっ
た在宅介護分野における管理者に対する「介護観」にアプローチした点において大きな価
値があったと考える。さらに、「介護観」とリーダーとしての自覚の関係性を見いだすこと
が出来た点についても、一定の成果を得たと言ってよいだろう。 
最後に、本研究で得られた結果に対する実務応用可能性について述べて本論文を締めく
くりたいと思う。本研究結果をまとめると、以下のとおりである。 
・目標達成意識を高めるためには、組織連帯感と業務管理意識を高めることが効果的で
ある。単に、業績に対する姿勢を訴求することではない。 
・組織連帯感を高めるためには、自立支援や意志を汲み取る意識、安全意識といった介
護専門職として重要とされる視点を実直に磨いていくとともに、常に振り返りを徹底
していくことが大切である。 
・業務管理意識を高めるためには、先と同様、介護のあり方に対して常に振り返ること
を重点に置きつつ、一方で、制度的知識や理解を深めていくことが肝要である。 
 ・そうした知識と経験を積み重ねていくなかで、リーダーとしての自負を高めていくこ
とが、さらにリーダーとしてのありたい姿の追求につながっていく。 
管理者が、リーダーとして事業所の発展に資する存在となっていくために、ここから見
えてくる重要なことは、第一に、業務運営や研修構築に際してのスタンスである。つまり、
実践においても、研修においても「振り返り」を徹底していくことである。「何度も教えて
いるのだけれども一向に進歩しない」「研修を色々としているが意味がない」といった声を
聞くことは多い。そうした場合において、どれだけ「振り返り」を実施しているのだろう
か。報告を受けるだけ、あるいは伝えるだけの一方通行であったり、その場だけの一過性
になっていたりしないだろうか。日々の業務フローや研修内容の構築に際して、双方向的、
継続的な「振り返り」の視点を入れていくことで、これまでと異なる結果を生み出せる可
能性がある。具体的には、日頃の対話のなかで意識することはもちろん、振り返る場とし
てケーススタディの機会を設定したり、研修報告書といった各種報告書に必ずフィードバ
ックする欄を設けるといった仕掛けや工夫をすることが挙げられよう。 
第二に、業務運営や研修コンテンツにおける視点である。１つに「自立支援」や「安全」
「意思を汲み取る」ことを大切にする視点である。こうした視点は、先にも述べたように
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個人のみで達成しうるものではない。つまり、「自立支援」や「安全」「意思を汲み取る」
といった「介護観」を重視することで、チームとして取り組んでいくことや振り返りを大
切にした業務運営につながる可能性がある。例えば、介護技術研修を実施するにあたり、
単に「排泄介助」「食事介助」方法を習得するのであれば、一方的にレクチャーすれば足り
る。しかし、「自立に向けた介助」方法を習得するのであれば、もはや一方的なレクチャー
だけではなく、研修受講者自身も考えながら進めていくことが必要となろう。もう１つに
制度的知識を高めていく視点である。こうした視点を重視することで、制度的理解の向上
とともに業務管理に対する意識や専門職としての志向を高めていくことにつながる可能
性がある。研修内容は大概ノウハウ習得的なものになりがちで、根本的な制度理解の不足
を招いていることがある。例えば、管理者として「この業務は、このようにしていくこと
が必要である」といった部分に「この業務は、この制度規定のもと、この目的をもって、
このようにしてくことが必要である」といったアプローチをすることが挙げられる。 
以上、実務応用可能性について述べてきた。本研究の真の価値は、在宅介護事業所管理
者がその職務と責務を全うすることにつなげ、管下職員へのパフォーマンスを高め、利用
者の生活向上に一層資するようになることである。さらには介護業界の発展に寄与するこ
とである。今回示された結果を携え、介護の仕事に志を持った仲間たちとともに一層の実
務応用可能性を高められるような連携をしていくことが重要であると認識している。 
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Appendix 
 
＜アンケート依頼文＞ 
 
 
 
 
 
 
平成 29年 9月 21日 
会員各位 
ＮＰＯ法人品川ケア協議会 
理事長 渡邉 義弘 
 
 
調査研究にともなうアンケート調査ご協力のお願い 
 
平素は、当会の運営につきまして、日頃から格別のご尽力を賜り厚く御礼申し上げ
ます。 
この度、当会におきまして、当会理事である株式会社ケアメイトの代表取締役板井
佑介氏による『訪問介護サービス事業における管理者の介護観とリーダー職の志向性
の関係』についての調査研究との協働で、訪問介護事業所管理者に関するアンケート
調査を実施することとなりました。 
つきましては、貴事業所に所属される訪問介護事業所管理者の皆様におかれまして
は、調査研究の趣旨をご理解いただきまして、ご協力いただけますと幸いでございま
す。ご多忙のなか大変恐れ入りますが、9/21（木）～10/15（日）の期間中に同封の調
査票の内容についてご回答をお願いいたしたく、お手数おかけいたしますが、何卒よ
ろしくお願い申し上げます。 
 
 
※ 本調査へのご意見やご質問等がございましたら、下記までご連絡ください。 
 
 
 
 
 
＜お問い合わせ先＞ 
■ 調査研究事務局（株式会社ケアメイト・担当：板井） 
東京都品川区西大井 1－1－1Ｊタワー西大井 203 
ＴＥＬ：０３－３７７２－１４６１ ＦＡＸ：０３－３７７２－１１８４ 
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＜アンケート調査概要（表）＞ 
 
平成 29年 9月 21日 
訪問介護事業所管理者様 
調査研究事務局 
（ＮＰＯ法人品川ケア協議会理事） 
株式会社ケアメイト 
 代表取締役 板井 佑介 
 
 
調査研究にともなうアンケート調査ご協力のお願い 
 
 
拝啓 時下ますますご隆盛のこととお慶び申し上げます。突然、ご連絡を差し上げま
すご無礼をお許し下さい。 
さて、私は、現在区内で訪問介護事業を実施するかたわら、早稲田大学大学院経営
管理研究科において『訪問介護サービス事業における管理者の介護観とリーダー職の
志向性の関係』について研究しております。 
この度、東京都城南エリアにおきまして、訪問介護事業所管理者を対象としたアン
ケート調査を実施することとなりました。本調査では、訪問介護事業所管理者の皆様
の介護観等についてお伺いし、皆様の今後の訪問介護事業所のより良い運営に向けた
基礎資料にしたいと考えております。 
 つきましては、貴事業所に所属される訪問介護事業所の皆様に、9/21（木）～10/15
（日）の期間中に同封の調査票の内容についてご回答くださいますよう、お願いいた
したく存じます。 
大変お忙しいところ誠に恐れ入りますが、調査の趣旨をご理解いただき、ご協力く
ださいますよう何卒お願い申し上げます。 
 
※ 同封の調査票をご使用ください。 
※ 調査期間は、9/21（木）～10/15（日）となります。 
※ 調査対象は、訪問介護事業所管理者（他職務兼務の有無は問わない）です。 
※ 本調査にご協力いただきました事業所様（管理者様）には、誠に薄謝ではございま
すが、結果報告冊子をご用意させていただく予定でおります。 
※ 本調査へのご意見やご質問等がございましたら、下記までご連絡ください。 
 
 
 
 
 
 
 
＜お問い合わせ先＞ 
■ 調査研究事務局（株式会社ケアメイト・担当：板井） 
東京都品川区西大井 1－1－1Ｊタワー西大井 203 
ＴＥＬ：０３－３７７２－１４６１ ＦＡＸ：０３－３７７２－１１８４ 
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＜アンケート調査概要（裏）＞ 
 
アンケート調査主旨説明書 
 
■調査テーマ 
 訪問介護サービス事業における管理者の介護観とリーダー職の志向性の関係について 
 
■調査の背景と目的 
 今後のさらなる超高齢社会や地域包括ケア体制の構築にあたって訪問介護事業所は様々な可能
性を秘めており、その運営責任者である管理者は極めて重要であると認識しております。そうし
た観点から、管理者の介護観やリーダー職への志向性について明らかにし、その関係について調
査することにより、今後の事業所運営に寄与することを目的としています。 
 
■調査依頼事項 
 ・対象者：訪問介護事業所管理者様 ※他職務兼務の有無は問いません 
・調査方法：アンケート調査 
[アンケート質問内容] 
１）回答者属性 
２）管理者の介護観 
３）管理者のリーダー職の志向性について 
４）管理者の介護の仕事に対する考え方について 
・所用時間：20分～25分程度 
 
■アンケート調査回答期日 
 2017年 9月 21日（木）～10月 15日（日） 
 
■アンケート調査回収方法 
 上記日程の間に以下のいずれかにてご対応のほどよろしくお願いいたします。 
 ○以下住所まで、同封の返信封筒による返送 
 ○以下番号まで、ＦＡＸによる返信 
 ○以下アドレスまで、アンケート回答用紙をＰＤＦにしたうえでメールにて返信 
 
■アンケート調査担当者・連絡先 
 板井 佑介 
 早稲田大学大学院経営管理研究科２年 
 [連絡先] 住所 東京都品川区西大井 1－1－1Ｊタワー西大井 203 
      電話 03-3772-1461 
      F A X 03-3772-1184 
      MAIL yu_itai@caremate.jp 
 ※連絡先は、勤務先の株式会社ケアメイトです 
                                  以上 
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＜アンケート調査票（1 枚目）＞ 
 
 
 
 
＜貴事業所について＞ 
・貴法人ならびに貴事業所についてご回答ください。 
法人 
法人形態 株式会社 ・ 社会福祉法人 ・ ＮＰＯ法人 ・ その他（               ） 
名称  
事業所 
名称  
所在地 東京都 
電話番号      －           －      
管理者 氏名 ※任意  兼務の有無 無 ・ 有（           ） 
 
＜アンケート調査＞ 
１ 回答者属性 
・貴方についてご回答ください。 
年齢           歳 性別 男性 ・ 女性 
管理者経験年数           年 
最終学歴  大学院 ・ 大学 ・ 短期大学 ・ 専門学校 ・ 高等学校 ・ その他（             ） 
介護実務保有資格 
 認定介護福祉士 ・ 介護福祉士 ・ 介護職員実務者研修 ・ 介護職員初任者研修 ・ 
無資格 ・ その他（                                             ） 
 
介護資格取得 
養成機関 
 大学 ・ 短期大学 ・ 専門学校 ・ 高等学校 ・ その他（                    ） 
その他保有資格  社会福祉士 ・ 社会福祉主事 ・ 介護支援専門員 ・ その他（                 ） 
 
２．介護観 
・以下６０項目について「１．まったく反対」「２．やや反対」「３．どちらとも言えない」「４．やや賛
成」「５．まったく賛成」の５つのなかから 1 つ選んで○をしてください。 
質問項目 
ま
っ
た
く
反
対 
や
や
反
対 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
賛
成 
ま
っ
た
く
賛
成 
１ 利用者に「寄り添う」ことがケアの基本である １ ２ ３ ４ ５ 
２ 「その人らしい生活」の視点に立つことが、ケアを行う上で重要なことである １ ２ ３ ４ ５ 
３ 意思疎通ができない人でも、「その人らしい生活」は成立する １ ２ ３ ４ ５ 
○このアンケート調査は、2017年 10月 15日までにお願いいたします。 
○回答いただいた内容について、個別の事業所・施設の情報を公表することは一切ありません。 
訪問介護事業所管理者調査票 
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＜アンケート調査票（2 枚目）＞ 
 
質問項目 
ま
っ
た
く
反
対 
や
や
反
対 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
賛
成 
ま
っ
た
く
賛
成 
4 利用者が拒否しても、「寄り添う」ことで、関係性を構築できる １ ２ ３ ４ ５ 
５ 手際よく業務を行うことにこだわっていては、「よいケア」はできない １ ２ ３ ４ ５ 
6 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、生活能力は維持できる １ ２ ３ ４ ５ 
7 時間がかかっても、利用者にできることをやってもらうと、身体能力は維持できる １ ２ ３ ４ ５ 
8 どんな状態になっても、残存機能を生かすためのリハビリ訓練は行った方が良い １ ２ ３ ４ ５ 
9 利用者ができることをみつけ、引き出していくことで、生き生きとした生活ができる １ ２ ３ ４ ５ 
10 生活歴・習慣から継続できることをみつけることで、利用者の残存能力を維持できる １ ２ ３ ４ ５ 
11 意思疎通の困難な利用者も、生活歴等を把握すれば、その人の望むケアができる １ ２ ３ ４ ５ 
12 
日頃より、利用者から最期の過ごし方の希望を聞いておき、その人の望む看取りを
提供する 
１ ２ ３ ４ ５ 
13 意思疎通のできない利用者でも、働きかけによって意思を汲み取ることができる １ ２ ３ ４ ５ 
14 利用者の態度や表情やその変化には、すべて意味がある １ ２ ３ ４ ５ 
15 勘や経験ではなく、知識や技術によって、利用者の状態にあったケアが提供できる １ ２ ３ ４ ５ 
16 利用者のニーズを把握するためには、介護職員の感性が重要である １ ２ ３ ４ ５ 
17 適切なケアを考えるためには、根拠や理論は必須である １ ２ ３ ４ ５ 
18 現場経験があれば、適切な介護技術は習得できる １ ２ ３ ４ ５ 
19 
家族に積極的にかかわってもらうことにより、利用者の希望に沿ったケアが提供で
きる 
１ ２ ３ ４ ５ 
20 
日頃より、家族から利用者の最後の過ごし方や希望について話を聞いておくことに
より、利用者の意向を汲んだケアが実行できる 
１ ２ ３ ４ ５ 
21 介護内容について判断に困ったときは、家族に決定してもらう １ ２ ３ ４ ５ 
22 利用者の意思疎通ができない場合、家族の意向を最優先にする １ ２ ３ ４ ５ 
23 介護事故が起こらないようにすることが重要だ １ ２ ３ ４ ５ 
24 病気や事故の予防のためには、利用者の生活が制限されてもやむを得ない １ ２ ３ ４ ５ 
25 安全確保があってこその、生活の質（ＱＯＬ）である １ ２ ３ ４ ５ 
26 ほとんどの介護事故は防ぐことが可能であり、防ぐことを優先する １ ２ ３ ４ ５ 
27 利用者と接する際、自分の感情がどのように表れているかを考えて、ケアを行う １ ２ ３ ４ ５ 
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＜アンケート調査票（3 枚目）＞ 
 
質問項目 
ま
っ
た
く
反
対 
や
や
反
対 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
賛
成 
ま
っ
た
く
賛
成 
28 利用者と接した後、自分の態度や言動が不適切だったかどうかを常に振り返る １ ２ ３ ４ ５ 
29 自分の介護のやり方を振り返り、改善するところを考える １ ２ ３ ４ ５ 
30 利用者がなぜ、今、そのような行動をしたのか、常に考える １ ２ ３ ４ ５ 
31 利用者の様子・行動の変化が、どのような意味をもつのかを考える １ ２ ３ ４ ５ 
32 本・雑誌・インターネットなどから情報を得て、自分の介護と照らし合わせる １ ２ ３ ４ ５ 
33 特定のお年寄りに対して、特別なかかわりをもつことも、時には重要だ １ ２ ３ ４ ５ 
34 利用者だからといって、特別に接するのではなく、普通のお年寄りとして接する １ ２ ３ ４ ５ 
35 利用者と仲良くなるほうが、よいかかわりができる １ ２ ３ ４ ５ 
36 苦手な利用者がいるのはやむを得ない １ ２ ３ ４ ５ 
37 介護職員は、ケアプランに従って、そのとおりに実践する １ ２ ３ ４ ５ 
38 異なる介護職員であっても、利用者への対応が同様であることが好ましい １ ２ ３ ４ ５ 
39 利用者から個人的に教えてもらったことでも、仕事中であれば、チームで共有する １ ２ ３ ４ ５ 
40 職場や施設で決められたマニュアルやルールに従うことは、重要である １ ２ ３ ４ ５ 
41 介護の仕事はチームワークが重要であり、チーム全体の意見に従って仕事をする １ ２ ３ ４ ５ 
42 一部の仲間うちだけで、独自のケアのやり方を工夫するのは、慎むべきである １ ２ ３ ４ ５ 
43 意見が合わない職員がいた場合、その人とのかかわりは最小限にする １ ２ ３ ４ ５ 
44 行事は、職員全員で一緒に取り組むことが大切である １ ２ ３ ４ ５ 
45 お互いの介護への思い・価値観を常に確認し合いながら、ケアに取り組む １ ２ ３ ４ ５ 
46 組織の一員であることを意識して、仕事に取り組む １ ２ ３ ４ ５ 
47 外部の人と接するときは、自分が組織の代表であることを意識する １ ２ ３ ４ ５ 
48 自分が、組織のどこに位置しているかを理解することは、「よいケア」につながる １ ２ ３ ４ ５ 
49 自分がいなくなっても業務がとどこおらないように、日々の仕事に取り組む １ ２ ３ ４ ５ 
50 「よいケア」のために、売上目標の達成は大切だ １ ２ ３ ４ ５ 
51 「よいケア」のために、利益目標の達成は大切だ １ ２ ３ ４ ５ 
52 「よいケア」のために、昇給は大切だ １ ２ ３ ４ ５ 
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＜アンケート調査票（4 枚目）＞ 
 
質問項目 
ま
っ
た
く
反
対 
や
や
反
対 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
賛
成 
ま
っ
た
く
賛
成 
53 生産性（１人あたり担当利用者数）を高めることは、「よいケア」につながる １ ２ ３ ４ ５ 
54 収支管理を日頃より意識している １ ２ ３ ４ ５ 
55 要員管理を日頃より意識している １ ２ ３ ４ ５ 
56 頑張っていても、売上が増えなければ、給与が低いのは当然だ １ ２ ３ ４ ５ 
57 頑張っていても、利用者が増えなければ、給与が低いのは当然だ １ ２ ３ ４ ５ 
58 介護報酬改定の内容に気を配ることは大切だ １ ２ ３ ４ ５ 
59 基準以上のスタッフ配置は、収支悪化につながる １ ２ ３ ４ ５ 
60 単価の高い、利益の上がる仕事をした方が良い １ ２ ３ ４ ５ 
 
 
３．リーダー志向性 
・以下１０項目について「１．全然そう思わない」「２．あまり思わない」「３．どちらとも言えない」
「４．やや思う」「５．いつもそう思う」の５つのなかから 1 つ選んで○をしてください。 
質問項目 
全
然
そ
う
思
わ
な
い 
あ
ま
り
思
わ
な
い 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
思
う 
い
つ
も
そ
う
思
う 
１ 自分はリーダーとしていろいろな良い素質を持っている １ ２ ３ ４ ５ 
２ 自分はリーダーとして価値がある人間である １ ２ ３ ４ ５ 
３ 自分はリーダーとしての業務をうまくこなすことができる １ ２ ３ ４ ５ 
4 自分はリーダーとしての自分に満足している １ ２ ３ ４ ５ 
5 自分はリーダーとして誇れることがある １ ２ ３ ４ ５ 
6 自分はリーダーの仕事にやりがいを感じている １ ２ ３ ４ ５ 
7 部下や後輩の目標でありたい １ ２ ３ ４ ５ 
8 部下や後輩に、尊敬され、頼りにされたい １ ２ ３ ４ ５ 
9 リーダーとして存在感を持ちたい １ ２ ３ ４ ５ 
10 自分はリーダー・後輩としてキラキラ輝いていたい １ ２ ３ ４ ５ 
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＜アンケート調査票（5 枚目・最終）＞ 
 
 
４．キャリアコミットメント 
・以下１０項目について「１．全然そう思わない」「２．あまり思わない」「３．どちらとも言えない」
「４．やや思う」「５．いつもそう思う」の５つのなかから 1 つ選んで○をしてください。 
質問項目 
全
然
そ
う
思
わ
な
い 
あ
ま
り
思
わ
な
い 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
や
や
思
う 
い
つ
も
そ
う
思
う 
１ 給料が下がっても、今の職務・専門分野で仕事がしたい １ ２ ３ ４ ５ 
２ 今の職務・専門分野でキャリアを追求したい １ ２ ３ ４ ５ 
３ 他の会社に移っても、今の職務・専門分野に就きたい １ ２ ３ ４ ５ 
4 もし働かずにお金が得られても、この職務・専門分野を続けるだろう １ ２ ３ ４ ５ 
5 この職務・専門分野が好きなので、この先も続けたい １ ２ ３ ４ ５ 
6 私にとってこの職務・専門分野は、ライフワークとして理想的な仕事である １ ２ ３ ４ ５ 
7 今の職務・専門分野に満足している １ ２ ３ ４ ５ 
8 今の職務・専門分野に関わる雑誌や本を、多く読んでいる １ ２ ３ ４ ５ 
9 介護の仕事が好きなので、この先も続けたい １ ２ ３ ４ ５ 
10 介護の仕事を一生続けたい １ ２ ３ ４ ５ 
 
 ５．ご意見 
・管理者を担う上で、ご意見がありましたらご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
アンケート調査は以上です。ご協力ありがとうございました。 
